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令和6年度　事務研修会　提出議題一覧

No. 議　　　　　　　題 事業体名

1 上下水道料金のeLTAX を活用した公金収納への対応予定について 豊 見 城 市

2 新築物件完成後の水道名義登録について 浦 添 市

3
給水装置工事指定店（業者）との緊急時の対応に係る契約（年間契約）
について

竹 富 町

4 水道料金等の滞納者への対応策について 名 護 市

5 水道料金（上水道）未納に伴う督促手数料の徴収について 名 護 市

6 水道事業の繰入金について 名 護 市

7 相続人調査について 那 覇 市

8 資本的支出予算(4条)に伴う事業繰越時の経理の取り扱いについて 南 城 市

9 各金融機関での窓口収納に関することについて 南 城 市

10 水道事業の人材育成・確保、技術継承について 南 城 市

11 無線電話設備について 石 垣 市

12 職員の労働管理及び手当について 石 垣 市

13 請求書等における押印省略について 石 垣 市

14 公金運用管理について 石 垣 市
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議題１ 上下水道料金の eLTAX を活用した公金収納への対応予定について（豊見城市） 
議題内容 

総務省より、地方公共団体の公金収納のデジタル化に関するＱ＆Ａ（R5.12.1）が更新さ
れ、eLTAX を活用した公金納付（※１）は積極的に検討していただきたい旨、特に、全国
的に共通の取扱いとして、どの地方公共団体においても eLTAX を活用した納付を可能と
することとされている公金（※２）については令和８年９月までに 運用を開始することを
目指して準備を進めていただきたい旨の指針が示されました。 

現時点では情報が少なく、当市においては検討中となっておりますが、令和 8 年 9 月ま
での運用開始に向け eLTAX を活用した上下水道料金の公金収納への対応予定について伺
いたいです。 

 
（※１）eLTAX を活用した納付が可能となる公金は、（※２）に掲げる公金のほか、普通

会計に属する全ての公金、公営事業会計に属する公金のうち水道料金、下水道使用料が対象 
（※２）①いずれの団体においても相当量の取扱件数がある公金（国民健康保険料、介護

保険料、後期高齢者医療保険料）、②その性質上、当該地方公共団体の区域外にも納付者が
広く所在する、公物の占有に伴う使用料としての性質を有する公金（道路占用料、行政財産
目的外使用許可使用料、港湾法上の占用料等、河川法上の流水占用料等など） 

 
【回答】 
① eLTAX を活用した公金収納について、令和 7 年度当初予算にて対応予定（令和 7

年度システム改修予定） 

② eLTAX を活用した公金収納について、対応時期は未定だが、今後導入予定（又は 

令和〇年〇月をめどに対応予定）。 

③ 今後とも独自の公金収納を継続し、eLTAX を活用した公金収納には対応しない予

定。 

④ ①～③いずれも未定。 

 
回  答 回 答 内 容 

沖縄県企業局 該当なし（用水供給事業のため） 
那覇市 ④ 

沖縄市 
② eLTAX を活用した公金収納について、対応時期は未定だが導入
に向けて取り組んでおります。 

うるま市 
② eLTAX を活用した公金収納について、対応時期は未定だが、今
後導入予定。 

浦添市 ④ 
宜野湾市 ④ 
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宮古島市 ④ 現在、情報が少ないため他市町村の状態をみながら検討したい。 
糸満市 ④ 

名護市 
④ 本市においても現時点では検討中であり、他事業体の対応予定
を参考にさせていただきたい。 

豊見城市 
【議題提出】 

② eLTAX を活用した公金収納について、対応時期は未定だが、今
後導入予定。 

eLTAX（QR コード決済）導入については、令和 7 年 4 月からシ
ステム改修に移るスケジュールとなっているにも関わらず、現在公
開されている見積参考資料ではベンダーとの調整も進められない
状況であるため、情報の収集にとどまっています。 

また、上下水道使用料に係る納付情報ファイルや入金を地方税と
区分する必要がある場合には、共通納税機関コードを取得する必要
がありますが、これは現行の地方税に係るものを含め原則上限 3 つ
までとなっており、かつ申請期間が令和 7 年 1 月～3 月（予定）と
なっているため、喫緊に税部署を含め全庁的な方針を検討する必要
性を感じています。 

南城市 ② 対応時期は未定だが、今後導入を考えております。 
石垣市 ④ 現在のところ未定です。 

南部水道企業団 

④ 現時点で情報が少なく、また当企業団は水道料金の取り扱いし
かないため費用対効果分析が必要（他事業体では多数公金があり他
課と同一時期に導入すれば費用は安価になるのではないかと考え
られます）と存じます。他事業体のご意見を参考にさせていただき
たい。 

本部町 
② eLTAX を活用した公金収納について、対応時期は未定だが今後
導入予定。 

西原町 ④ ①～③いずれも未定。 
北谷町 ② 
嘉手納町 ④ 
金武町 ④ ①～③いずれも未定。 

与那原町 
① 令和 7 年度当初予算にてシステム改修費用を計上予定しており
ます。システムベンダーへ現時点で公開されている見積参考資料を
基に概算での見積もりをお願いしています。 

久米島町 ④ いずれも未定です。 
竹富町 ④ ①～③いずれも未定。 
国頭村 ④ ①～③いずれも未定となります。 
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東村 予定はないが、他市町村の対応を参考にしたい。 
今帰仁村 ④ いずれも未定。 
宜野座村 ④ ①～③いずれも未定。 
恩納村 ④ ①～③いずれも未定。 

北中城村 
① システム改修に向け見積りをとり、新年度予算へ計上する予定
です。 

読谷村 情報収集中のため④となります。 
中城村 ④ ①～③いずれも未定。 
大宜味村 ④ ①～③いずれも未定。 
伊江村 ④  
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議題２ 新築物件完成後の水道名義登録について（浦添市） 
議題内容 

浦添市では新築物件の工事が完了した後、給水装置工事を行った業者から「名義変更届」
という用紙を提出していただき、最初の水道使用者の名義登録を行っています。 

しかしながら、提出が遅れたり、提出された名義変更届の内容が施主や管理不動産の意向
と異なるケースがあり、その度に各関係者への電話確認等が発生し、初回の名義登録が円滑
に進まないことが度々あります。 

つきましては、他自治体様ではどのように初回の名義登録を行っているのかご教示頂け
ますでしょうか。 
添付資料：名義変更届 
 

回  答 回 答 内 容 
沖縄県企業局 該当なし（用水供給事業のため） 

那覇市 

当市では給水装置工事着手前に臨時申請をしていただき、その時
点での水道使用者を登録したのち工事完成後もう一度給水装置工
事の臨時切替申請として提出していただきます。完了検査後臨時切
替申請した書類から水道使用者と検査時に確認した指数を使用者
の開始指数として登録しています。 

沖縄市 

本市におきましても、貴市同様に新築物件の工事が完了した後、
給水装置工事を行った業者から「名義変更届」という用紙を提出し
ていただき、最初の水道使用者の名義登録を行っております。入居
者が決まっていない場合、給水装置工事を行った業者から要望があ
れば、検査の日で閉栓を行っております。 

うるま市 

提出が遅れた場合は、「給水装置工事及び給水申込書」を提出した
業者に連絡をし、早めに提出するよう促しています。 

施主や管理不動産の意向と異なっていると連絡があった場合は、
その都度、その内容に応じて対応しています。 

浦添市 議題提出正会員 

宜野湾市 

本市では完了後、指摘等がなければ指定工事業者に加入金・手数
料等の支払い案内をします。支払い後、すぐに給水契約申込書を記
入して頂くため提出が遅れることはありません。名義登録内容につ
いては、初回の納付書を送ったときに使用者が気付き連絡が来るこ
とがありますが、電話で名義変更をしており特に問題になったこと
はありません。 

宮古島市 新築完成後、給水装置施工業者より給水工事施工完了届を提出い
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ただき、初回登録が完了します。その後、所有者変更等の事由が発
生した場合に名義変更届と併せて登記簿（写し）等を提出いただい
ております。 

糸満市 
本市では、給水装置工事申請書を用いて初回の名義登録を行って

いますが、浦添市と同様の問題が発生することがあります。 

名護市 

本市では指定工事事業者が施主の委任を受けて給水申込みを行
いますが、その際、建売住宅等の場合は所有者及び使用者を施主で
ある不動産会社として、個人の注文住宅等の場合は施主である個人
として提出しています。 
 建売住宅等の場合、売買後、「水道異動届」の提出を要しますが、
購入者・不動産会社共に提出しないまま、検針により入居が発覚す
るということもありますが、現状、大きな問題とは感じていません。 

豊見城市 

当市においては新築物件について「給水工事申請書及び設計書」
を添付した「水道使用開始申込書」※の水道「使用者」欄に記載頂
き最初の使用者登録を行っております。「水道使用開始申込書」で申
請頂いた「使用者」に変更があった場合はその都度「水道名義人等
の変更届（家族間等の債務引継の場合）」の提出または「水道開栓申
込書（新規開栓契約）」にて名義人変更を行っております。一方「所
有者」については「給水工事申請書及び設計書」を添付した「水道
使用開始申込書」の「所有者」欄にて初回登録を行っておりますが、
その後の変更があった際の把握が困難であり、また管理についても
円滑に進んでいない現状があります。 

南城市 

（工事期間） 
給水申込書(臨時申請)、使用者は建築業者又は給水装置工事業者(署
名又は押印) 
（工事完了後） 
給水申込書(本申請)、使用者は施主又は管理不動産(署名又は押印) 

どちらも、申込に関する一切の事項を施主から委任を受けた指定
給水装置工事事業者が行う。 

石垣市 
本市においても同様の流れで手続きを行っています。業者からの

提出が遅れるケースもありますが、新名義者の料金負担が大きくな
らないように、早目の届出を促しております。 

南部水道企業団 

当企業団も検査後にそのまま開栓して指定店や管理不動産と開
始時期でトラブルが発生していたことから、昨年からは、継続利用
したい場合は竣工検査までに開栓届（代理記入可）を提出させてお
ります。提出がない場合、盗水防止鍵で閉栓し、使用開始時に開栓
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届を提出させています。            
 しかし、検査に不備があった場合、どのタイミングで臨時料金か
ら一般料金へ切り替えるか苦慮しているので他事業体の状況をご
教授願いたい。 

本部町 
浦添市さんと同様で、業者に名義変更を申請してもらっており、

同様の問題が発生しています。 

西原町 
給水係で新築物件の工事が完了した後、給水係で作成した新規入

力連絡書でもって最初の水道使用者の登録を行っています。登録に
支障がある事例は特にありません。 

北谷町 

完了検査前の建築時には、臨時の工事用メーターを取り付けてお
り、完了検査後に、工事用メーターの精算を行い、水道業者からの
給水申込書をもって本メーターを取り付けるため、提出が遅れるこ
とはありません。初回の名義登録については、工事用で提出された
申請書及び設計書に記載の施主（所有者）を記載していただいてい
ます。提出された給水申込書の内容が施主や管理不動産の意向と異
なるケースはあるため、その後、本人の申し出があった場合には、
名義変更届をもって変更させていただいております。 

嘉手納町 
給水契約書を水道使用者から提出していただいています。提出等

が遅い場合は、停水しています。 

金武町 

本町でも、同様の対応に苦慮しています。 
基本的には施工業者を通して、施主へ連絡してもらい「上下水道

使用異動届」による手続きを上下水道課にて行ってもらうように案
内しています。 

与那原町 

通常の処理では完了検査後給水装置工事申込書に記入いただい
た所有者名に変更します。ですが、完了検査後に所有者への受け渡
しまで別名義にしたいと相談がある場合には、事前に名義変更届を
提出いただいております。 

久米島町 
浦添市さんと同様に処理を行っています。 
工事業者へ名義変更が必要な事を説明しています。（名義変更を

しなければ料金は工事業者へ請求） 

竹富町 
給水装置工事（施工業者）より、工事完了後の物件引渡しの時に

水道異動届（名義変更）へ、記入及び押印を施主にしてもらい提出
していただいております。 

国頭村 
本村においても名義変更届の用紙の提出を求めています。用紙に

は希望日を設けているため、その希望日付けで施主に変更となりま
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す。 

東村 
給水装置工事事業者名義で登録し、引渡時に変更するよう案内し

ている。 

今帰仁村 

給水装置工事申込書に記載されている申込者（水道使用者）本人
に電話をして、名義と送付先の確認をしている。名義と送付先につ
いては、記入されているものとは異なる場合（お店の名前で登録、
まだ家が引渡しされてないなど）があるので、必ず本人に確認して
いる。 

宜野座村 

本村においては、工事を行われている段階では臨時メーターを渡
しており、完成検査前に本メーターを渡す際に、最初の水道使用者
の名義登録の申請書を提出していただいています。しかし、納付書
のはがきを送付した後に、使用者の方から名前や番地の相違など連
絡があり、修正することがあります。 

恩納村 
給水装置工事申請書に申請者の他に水道使用者の名義記入欄が

有る為、工事完了と同時に名義変更しております。 

北中城村 

竣工検査後に業者から、給水申込書の提出をしてもらっている
が、施主への引き渡しが遅れる等（清掃・オープンハウスなど）の
場合は、その間の水道料金支払者を確定してもらい手続きを行って
いる。 
 施主以外の水道料金支払者で給水申込を行った際は、水道事業者
から水道料金支払者に対して名義変更が必要な旨を伝えてもらっ
ている。 

読谷村 

本村では新築物件の工事が完了したタイミング（完了検査日）で、
給水装置工事申請書及び設計書と添付の給水申込書を基に、工事申
請書の指定店名義から水道使用者（給水申込者）へ名義登録を行っ
ています。そのため、最初の水道使用者の名義登録に際して、改め
て指定店や水道使用者本人からの届出を求めておりません。 
 しかし、工事申請時の届出のみに基づく登録となるため、水栓住
所の住民票との地番の相違や納付書の送付先が旧住所になってい
るなど後日水道使用者から申し出を受けることが多々あります。地
番を修正するには届出を要しますので、水道使用者の理解を得られ
ない場合があります。 

中城村 
本村では、完了検査の申請の際に提出させていますが、未提出の

場合でも遅くても検査日までには提出させています。 
また、住民登録の確認も行い地番の確認を行っています。 
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大宜味村 
当村では物件完成後、完了検査(水漏れが無いか、規格に沿った部

品が使われているか等)を業者立会のもと行っております。その際に
名義変更届を受け取りあるいは前もって受け取っております。 

伊江村 
本村においても同様の現状ですが、施工業者へは届出がなければ

臨時用のままで請求書は業者へ送付される旨を伝え、名義変更は施
主に届出させるように対応しています。 
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議題３  
給水装置工事指定店（業者）との緊急時の対応に係る契約（年間契約）について （竹富町） 
議題内容 

竹富町では、緊急時・災害時の緊急対応について課題があります。 
竹富町は、本庁舎が行政区域外に配置する島しょ自治体であることから、初動対応につい

て課題があります。 
実際に、緊急時には各島に給水装置工事指定店（業者）がない為、現地にいる水道施設管

理人や町民に依頼し、情報収集してから近隣自治体の石垣市にある業者を選定し依頼対応
になる為初動に時間を要し遅れているのが現状です。 

そのため、給水装置工事指定店（業者）との緊急時対応の契約（年間契約）を締結し、業
者選定及び初動対応の時間短縮を考えております。よって、他自治体にて給水装置工事指定
店（業者）との契約（年間契約）を締結している自治体がありましたら、契約（年間契約）
の内容をご教示願います。 

 
回  答 回 答 内 容 

沖縄県企業局 該当なし（用水供給事業のため） 

那覇市 

１ 業 務 名   水道管緊急修繕工事及び保安業務委託 
２ 履行場所  那覇市内全域 
３ 履行期間  令和５年３月１日から令和７年３月３１日まで
(２年間) 
(業務の範囲) 
受注者が行う業務の範囲は、下記のとおりとする。 
1 緊急に対応しなければならない修繕等工事 
① 送配水管等又は給水装置の修繕、移設、仮設及び撤去工事 
② 給水装置の接続替工事 
③ 送配水管等又は給水装置に附随する弁室、きょう等の修繕、移設
又は撤去工事 
④ 鉛給水管取替工事 
⑤ 代用管布設替工事 
⑥ 再生水施設の修繕工事 
⑦ 前各号の工事に起因する安全対策工事 
⑧ 前各号の工事と一体で行う付帯工事 

沖縄市 

本市では、業務時間外の問い合わせに対応する待機業務と、現場
調査及び修繕等に関する業務を市内水道業者と３年契約していま
す。 

契約額は待機業務のみの３年総額契約としており、支払いは月割
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りの定額払いとなっています。 
現場調査及び修繕に係る費用は、市で作成した施工・資材単価で

清算して、待機業務とは別に毎月払いをしています。 

うるま市 

当市では水道施設維持管理に必要な修繕等の緊急的な対応を機
動的に行うため、「水道施設等緊急修繕工事及び維持管理待機業務」
を市内の給水装置工事指定店と年間で契約しております。 
 契約内容としては「漏水等の緊急修繕工事及び夜間休日の電話受
付、配水池等水道施設の異常通報対応」です。 
 これまでの実績に基づくモデルケースにて、金額の試算、支払限
度額の設定を行ったうえ契約し、毎月の実績に基づき支払いを行っ
ています。 

浦添市 

緊急時の維持管理修繕の対応は、指名競争入札にて年間委託して
います。 
 またそれとは別に、災害時の応急対策のために浦添市管工事事業
協同組合と協定を平成 20 年度より締結しております。 

宜野湾市 
上下水道の維持管理に関する緊急対応は、包括業務委託（5 年契

約）を行っているため、給水装置工事指定店と契約はしておりませ
ん。 

宮古島市 

当市では、管工事業協同組合と年間委託契約を結んでおります。 
委託内容・水道施設維持管理工事及び待機業務 
委託範囲・導送配水管、給水管及び付属設備の 50 万円を超えない
補修及び調査に関する工事。ただし 50 万円を超える工事について
は、別途協議。 
維持管理施工要綱により昼夜を問わず迅速にかつ適切に実施する。 

糸満市 

本市では、漏水や施設等の修繕のため 365 日 24 時間体制の維持管
理業務として糸満市電管事業協同組合と年間契約を行っています。 
 業務名：給配送水管管理業務 
 委託金額：8,365,000 円 
 業務内容： 
（１）送配給水施設またはその付属設備の漏水確認及び修繕。 
（２）破損等による原因確認及び漏水の修繕。 
（３）給水装置の一次側、二次側の漏水確認、対応及び修繕。 
（４）切廻し等によるバルブ開閉作業。 
（５）断水等による赤水処理対応作業。 
（６）水圧低下による、出水不良の原因究明。 
（７）その他維持管理上早期に対応するべく業務。 
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 ※修繕や工事にかかる費用は別途支払い。 

名護市 

本市におきましては管路施設維持管理等業務として名護市管工
事業協同組合と年間委託契約を締結しています。業務内容としまし
ては管路施設（給水管を含む）及びこれらに付属する装置の修繕工
事等の施工管理が含まれており、緊急時におきましても同様に施工
管理を行っていただいております。 

豊見城市 

市内の給水装置工事指定店５社で構成されるとよみ水道管理セ
ンターと年間契約を行っています。業務の範囲は漏水等の緊急工
事、量水器の満期取替え、その他、水道施設維持管理に関する工事
など。 

南城市 
本市においては、指定店を限定としておりませんが、業者と年間

契約をしております。 
 参考資料添付：仕様書 

石垣市 
給水装置工事指定店との緊急時対応に係る契約は行っておりま

せん。 

南部水道企業団 

当企業団の業者との年間契約内容は、以下のとおりです。 
（1）取水施設、導水施設、浄水施設、送・配水施設、給水装置及び 

付属設備の補修工事 
（2）導・送・配水管及び給水管の布設替工事 
（3）仕切弁筺・弁筺類及び室等の嵩上げ、嵩下げ工事 
（4）量水器の取り替え及びそれに付帯する工事 
（5）バルブの開閉作業及びその他の施設等の維持管理業務 
（6）水道施設の点検業務 
（7）消火栓保守点検業務 
※閉庁後も 24 時間緊急修理を対応しております。3 業者 1 週間交
代で住民からの電話対応も含め委託しております。 

本部町 

本町では夜間、土日祝祭日（役場閉庁時）の緊急対応を行うため、
上下水道指定工事店と待機業務委託契約を締結しております。それ
ぞれ月ごとの当番制にしており、契約年数は 1 年間です。小規模漏
水の場合は、宿日直から待機業者へ連絡してもらい対応して事後に
報告してもらっています。中、大規模漏水の場合は待機業者から担
当者へ連絡が行き必要な場合には、担当者も含めて対応に当たりま
す。本町の契約内容は待機料の支払い契約となっており、修繕にか
かった費用は別で請求となります。 

西原町 西原町管工事協同組合と時間外及び閉庁日の受付業務として年
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間契約をしています。対応は受付業務を行った業者に依頼していま
す。 

北谷町 

本町では年度初めに指定店による入札を行い、平日及び休日の 24
時間いつでも緊急対応出来るよう待機業務として年間契約を締結
しております。勤務時間内であれば職員が、それ以外であれば警備
から業者へ連絡し対応しています。 

嘉手納町 
原則として 365 日 24 時間、修繕業務に対応できる修繕待機業務

委託を町内の業者と契約しております。 

金武町 
災害等の緊急時の年間契約は行っておりませんが、漏水時の契約

は行っております。 

与那原町 
本町では、給水工事指定店会の所属業者と月単位で契約しており

ます。今年度は６社でローテーションしております。 
久米島町 本町に於いては、指定店業者との年間契約はしておりません。 

竹富町 
議題提出正会員 

先進事例等を参酌し今後の契約への参考にしたい。 

国頭村 
本村では、契約等を行っていません。今後のために他事業体の回

答を参考にしたいです。 
東村 年間契約は行っていない為、他市町村の対応を参考にしたい。 
今帰仁村 契約なし。 

宜野座村 

土日祝祭日に漏水が発生した場合に備えて、村内の給水装置工事
指定店と水道修理待機委託業務契約をしています。待機は 8 時 30
分～17 時 30 分までとし、漏水の連絡があった場合には、現場確認
の上、対応となります。 

恩納村 
村内の指定給水装置工事事業者４社（修理工事組合）と委託契約

しており、休日、祝祭日、時間外の漏水修繕の対応をしている。 
※４社が毎週輪番制で対応している。 

北中城村 

年間契約している。 
平日夜間に対し、日額 5,075 円（税抜き）。土日曜及び公休日、役

場閉庁日に対し、日額 10,150 円（税抜き）の待機委託料を支払って
いる。 

読谷村 
本村では、村の管工事組合より見積をとって年間契約を行ってお

ります。 

中城村 
本村では、協力してもらえる指定店（R6 年度は 3 社）と年間契約

を締結しています。 
※人手不足などにより協力できない業者もあるため、年度毎に契約
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者数などは変動があります。 
1 ヵ月ごとに輪番で当番をお願いし、漏水等発生時は当番業者へ

連絡のうえ修理してもらっています。また夜間休日等の電話・現場
確認などの一次対応も契約に含んでいます。 

契約額は月額制で契約しています。 
大宜味村 事例が無いため他事業体の回答を参考にさせていただきます。 
伊江村 本村において議題に係る例はございません。 
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議題４ 水道料金等の滞納者への対応策について（名護市） 
議題内容 
 本市の水道料金等の未収金において、市外へ転出された方や営業用として利用してい
た方についての滞納分が多くを占めております。 
 その対応として、まずは電話で連絡が取れた方については未納となっている旨説明を
し、納付書を郵送しています。無断退去の方については、転出（転居）先を調査し、確認
が取れた方について納付書を郵送しています。 
 しかし、住所異動の届出をしていなかったり、営業用での使用の場合は、それ以上住所
を追えないことも多く、アパート居住者等の場合は管理会社や家主等から情報を得たり、
営業用の場合は、法人登記を確認する等行っておりますが、郵送した納付書の返戻や電話
に出ない・繋がらない等、所在不明に至るケースが多く、対応に苦慮しております。 
 
 そこで、 
①各事業体において、滞納者に対しどのような対策を講じていますか。 
②水道の使用場所と住民登録上の住所が異なる場合、使用開始等の届出の際に住民登録
上の住所の記入を必須とする等、所在不明となるのを防ぐ対策をされていますか（本市で
は届書に記入欄はありますが、これまであまり強くは求めていません）。 
 
併せてご教授願います。 
 
添付資料：水道使用異動届 
 

回  答 回 答 内 容 
沖縄県企業局 該当なし（用水供給事業のため） 

那覇市 

① 当市においても、貴市と同じく対応に苦慮しております。他事業
体の対応策を参考にさせていただきたいと考えています。 
② 当市では、使用者の水栓住所と住民登録上の住所の異同にかかわ
らず、水道の使用開始、使用廃止、名義変更等の申出の際に、当然に
使用する又は使用した料金を徴収するための請求先住所を確認して
います。 

沖縄市 

① 本市も貴市と同様に電話催告と転居先を調査し文書での催告を
行っております。 

電話で連絡が取れない場合はＳＭＳも活用しています。 
② 住民登録上の住所は開栓受付で求めておりません。 
未納料金を、窓口で支払いがあるとき等に現住所の聞き取りを行っ
ています。 
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また、使用場所が店舗の場合は、現住所を聞き取るようにしてい
ます。 

うるま市 

① 名護市同様、電話で連絡が取れた方については未納となっている
旨説明し、納付書を郵送。退去の方については、転出（転居）先を調
査し、確認が取れた方について納付書を郵送しています。本市も郵
送した納付書の返戻や電話に出ない・繋がらない等、所在不明に至
るケースについては、対応に苦慮しております。 
② 本市においても、届出書に記入欄がありますが、あまり強くは求
めていません。他市の状況をご教授願います。 
  
添付資料 水道使用開始・中止・使用者変更届  
URL:https://www.city.uruma.lg.jp/6001002000/contents/8481.html 

浦添市 

① 電話で催告等おこなっています。 
営業用の滞納者については所在不明になる場合も多く、対応に苦慮
しています。 
② 当市では、電話やアプリで使用開始の受付をしています。 
住民登録上の住所等は聞き取りしていません。対策としては関係者
に電話等で請求先の聞き取りを行っていますが、音信不通になるケ
ースも多いです。 

宜野湾市 

① 本事業体においても、貴市と同様に所在等が確認できない未納者
に対して同様に苦慮しております。他事業体の対応状況についてご
教示いただきたい。 
② 本事業体では、「住民登録住所」の確認は実施しておりませんが、
営業用（用途別料金体系）の給水申込がある場合は、代表者の氏名、
住所及び電話番号を確認するようにしております。 

宮古島市 
① 貴市と同様な対応をしています。 
② 申請者の身分を確認することにとどめています。 

糸満市 
① 名護市と同様に、電話連絡及び転出先調査を行い、納付書を郵送
しています。 
② 所在不明となることを防ぐための特別な対策は行っていません。 

名護市 議題提出正会員 

豊見城市 

① 名護市と同様、主に電話連絡での所在地の確認を行っています
が、確認が取れず所在不明となるケースが多々あります。滞納者が
各戸検針契約の対象であった場合、当市の「共同住宅における各戸
検針及び水道料金等の徴収に関する契約書」第 8 条（水道料金等未
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払いの場合の措置）において「乙（所有者）は使用者と連帯して料金
等の支払の義務を負う」に基づき、建物の所有者に滞納分の請求を
行う場合があります。 
② 住民登録上の住所の記入を必須とする等の対応は現在のところ
行っておりません。他市の状況を参考にさせて頂きたいです。 

南城市 

ほぼ、名護市さんとほぼ同様ですが、アパート居住者等の場合は、
本市の要綱に基づき、建物所有者と南城市水道事業とで取り交わさ
れている「共同住宅における各戸検針及び水道料金等徴収に関する
契約書」にて、各戸使用者の水道料金の清算に関すること又、未納料
金等については、建物所有者がその責務を負うこととしており、そ
の内容で建物所有者と合意のもと取扱契約が締結されているため、
未納料金については所有者へ請求し支払っていただいております。 

石垣市 
① 本市においても転居先不明等の滞納者に対応を苦慮しています。 
② 法人名義登録時は、代表者や担当者氏名も記載させています。 

南部水道企業団 

① 当企業団も貴市同様、転居後の未納が多くを占めております。閉
栓時に必ず転居先を確認しております。無断退去の場合は、管理不
動産へ連絡を取って退去者へ支払うよう連絡を入れてもらったり、
住民課へ出向き住民票取得し納付書を送付しています。毎月納付書
送付を継続しても支払いしてもらえず、所在不明となることもあり
ます。 
② 使用開始届では、使用者氏名と連絡先の記入のみをお願いしてお
ります。代理人が届出に来た場合は、代理人氏名、代理人連絡先及び
住所の記入もお願いしております。 

本部町 

① 本町では、滞納してから 3 か月後に未納停水を実施し、停水後は
今のところ対応しておりません。 
② 本町の様式には住民登録住所記入欄などはなく、今のところ特別
な対策は講じておりません。所在不明等で滞納になった場合は①の
回答通りの対応となります。 

西原町 

① 本町では町外に転出した滞納者に対して、電話連絡、納付書を送
付する対応はしておりますが、特別な対策等はしておりません。 
② 本町の水道開始届の申請書には住所欄が１つだけしか設けてい
なく、申請の際の聞取り等で納付書の送付先を指定してもらっては
いますが、住民票上の住所記入を必須にはしておりません。 

北谷町 
本町においても名護市と同様に町外へ転出及び営業用として利用し
ていた方の滞納分の支払いについて苦慮しているところです。 
他事業体のご対応を参考にさせてください。 
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嘉手納町 

① 同様の対応となっており、他事業体の回答を参考にさせていただ
きます。 
② 同様の対応となっており、他事業体の回答を参考にさせていただ
きます。 

金武町 

① 閉栓手続きの際に窓口での最終料金の支払いを基本としていま
す。 
 また、口座引き落としの場合は、最終料金の振替日を案内しなら
が、引っ越し先の情報も頂くようにしています。 
② 納付書の送付先住所を確認するようにしています。 

与那原町 

① 滞納者へ電話督促、文書催告、臨戸、給水停止を行っています。
無断退去の方については転居先の調査、電話・文書による催告を行
っています。 
② 届書に住民登録上の住所を記入する等の対策は行っておりませ
ん。 

久米島町 
久米島町に於いては、住民登録上の住所を記入させ、又、開栓する

住所を（両方）記入させております。 

竹富町 
本町も貴市と同じ状況であり、先進事例等を参酌し今後の参考に

したい。 

国頭村 

① 滞納者に対して、臨戸訪問等を行い、支払の催促や支払計画の相
談を行う等しております。また、相談に応じない滞納者に対しては、
給水停止通知書を通知し、給水停止を実施しています。 
② 本村では、住民登録上の住所を記載させています。なお、住所と
納付書等の送付先が別の場合は、どちらも記載させています。 

東村 
① 現在のところ電話連絡及び停水を行い徴収出来ている。 
② 特段対策はしていない為、他市町村の事例を参考にしたい。 

今帰仁村 
① 名護市さん同様苦慮している。 
② 特になし。 

宜野座村 

① 開栓受付時に１万円の保証金をお預かりしており、村外に転出し
た連絡が取れない方は保証金での相殺を行っています。 
② 水道使用場所と住民登録上の住所が異なる場合の対策はとって
いません。 

恩納村 
① 滞納がある状態で所在不明となるケースでは、職権により保証金
1 万円から滞納分を差し引いております。 
②特に対策等はしておりません。 

北中城村 ① 本村も同じような状況です。連絡が取れず村外へ転出した滞納者
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については、深追いができず滞納が続いてしまっている状況です。 
② 現在、そのような対策は行っておりません。 

読谷村 

① 住所異動の届出がされておらず音信不通の場合は、戸籍等で親族
調査をしたのち、文書送付や臨戸訪問等行い、滞納者の状況確認に
努めています。法人で契約をされていた場合、貴市同様、法人登記簿
（履歴事項全部証明書）を確認し、記載されている代表取締役の住
所へ文書送付や臨戸訪問を行っています。 
② 本村も貴市同様、届書（給水契約書）に記入欄があるため、契約
の際は必ず記入をお願いしています。営業用の場合も代表者の住民
登録上の住所の記入をお願いしています。 

中城村 

① 名護市同様住民登録がない方や、営業用で使用の方未納について
は本村でも納付書の送付先が分からなくて追えていないため、対応
策を考えています。他市町村の意見を参考にしたいです。 
② 住民登録記載欄は設けていないため、今後申請書の変更を検討し
ていく予定です。 

大宜味村 
① 連絡先の登録がある場合は電話しますが、逃げた先の調査までは
行っておりません。 
② 事例が無いため他事業体の回答を参考にさせていただきます 

伊江村 
本村においても村外への転出者について、貴市同様対応に苦慮し

ているところです。 
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議題５ 水道料金（上水道）未納に伴う督促手数料の徴収について（名護市） 
議題内容 
 本市では納期限までに水道料金の完納がない場合、名護市給水条例第 37 条の規定に基
づき督促状を発し、その手数料として 100 円を徴収しています。 
 そこで質問ですが、 
【問１】現在、督促手数料を徴収していますか。 
【問２】徴収している場合、条例等に基づき徴収していると思いますが、その条例等の根
拠についてはどのように考えますか？（何を根拠に規定したか） 
【問３】以前は徴収していたが、現在は徴収していない場合、その理由をご教授ください。 
 
名護市水道給水条例 
(督促) 
第 37 条 前条に規定する料金、手数料及び開発負担金を納期限までに完納しない場合は、
納期限後 30 日以内に督促状を発しなければならない。 
2 前項の督促状に指定すべき納入期限は、発送の日から 15 日以内とする。 
3 督促手数料は、1 件につき 100 円とする。 
 

回  答 回 答 内 容 
沖縄県企業局 該当なし（用水供給事業のため） 

那覇市 

【問１】徴収していません。 
【問２】回答不要。 
【問３】当市では、平成 29 年 4 月 1 日施行の水道給水条例より、水道
料金を私法上の債権として取り扱っています。水道料金債権は私法上
の金銭債権であるとした判決が確定した平成 15 年 10 月 10 日の最高
裁決定後も、公債権として解釈を変更していない国の判断をもとに、水
道料金は公の施設の使用料の性質を持つ公債権であり、消滅時効は民
法を適用とすることとして扱っていました。しかしながら、中核市をは
じめ各都市へ調査をしたところ、私債権として扱う自治体は多く、年々
増加傾向にあったことから、水道料金債権の解釈を再考する必要があ
るとして、判例、債権の性質等を勘案した検討を行い、私債権とする取
扱いに変更しました。 

この変更に伴い督促は地方自治法施行令第 171 条を根拠に行うこと
となりますが、督促手数料の徴収を可能とする規定（地方自治法第 231
条の 3 第 2 項）はないため、徴収を廃止しました。 

沖縄市 
【問１】徴収しています。 
【問２】沖縄市給水条例（第 27 条）に基づき徴収しています。 
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根拠としては、水道料金債権の発生原因が給水契約による私法上の
契約に基づくと考え、水道法第 14 条第１項に規定される「その他供給
条件」として供給規程（給水条例）に定めがある場合には、供給規程（給
水条例）を根拠として督促手数料及び延滞金を徴収することが可能で
あると考えております。 
 手数料に関する事項については、条例で定めなければならないこと
から（自治法第 228 条）、同法第 231 条の３第１項を根拠とし督促を
行う場合に限り、同条第２項に基づき、督促手数料及び延滞金を規定し
た条例を根拠に徴収することが可能と考えております。 

うるま市 

【問１】給水条例に基づき徴収しています。 
 (督促手数料、延滞金及び還付加算金) 
第 33 条 第 21 条の料金又は第 27 条の手数料を納期限までに納付し
ない者がある場合は、納期限を指定して督促をしなければならない。 
2 前項の督促手数料は、100 円とする。 
【問２】明確な根拠は不明。 

浦添市 

① 徴収しています。 
② 地方自治法第 240 条第 2 項 
地方自治法施行令第 171 条を根拠としております。 

具体的な金額は条例で定めています。 

宜野湾市 

【問１】徴収しております。 
【問２】条例の根拠についてですが、地方自治法第 228 条、231 条の
３第１項及び同条第２項 に基づいていると思われますが、当時の条例
を制定した職員がいないため詳しくはわかりません。 
宜野湾市水道事業給水条例 ※一部抜粋 
        (督促及び延滞金) 
第 30 条 前条に規定する料金及び手数料を納期限までに完納しない
場合は、管理者は延滞金を課し、納期限後 20 日以内に督促状を発しな
ければならない。 
2 前項の督促状に指定すべき納期限は、発した日から 15 日以内とす
る。 
3 督促状を発した場合においては、督促状 1 通につき 100 円の督促手
数料を徴収する。         
【問３】該当なし 

宮古島市 
【問 1】徴収しています 
【問 2】給水条例第 43 条に基づき徴収している。根拠については把握
していません。当市も他市を参考に検討したいと思います。 
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【問 3】現在も徴収しています。 

糸満市 
【問１】徴収しています。 
【問２】条例に基づき 100 円を徴収していますが、金額の根拠は不明
です。 

名護市 議題提出正会員 

豊見城市 

【問 1】 徴収しています。 
【問 2】 日本水道協会「営業業務マニュアル」104 頁参照 
『自治法第 228 条、同法第 231 条の３第１項を根拠とし督促を行う場
合に限り、同条第２項に基づき、督促手数料及び延滞金を規定した条例
を根拠に徴収することが可能となる』 
【問 3】 該当なし 

南城市 

【問１】徴収しております。 
【問２】条例に基づき徴収しておりますが、その根拠の考え方について
は、水道料金債権には二元的性質「公の施設の使用料（公債権）」と「生
産者が売却した産物（私債権）」の考え方があります。水道料金債権が
私債権であることについては、司法上及び行政解釈上の判断で明らか
になったものの、今般の民法改正に伴って短期消滅時効の制度が廃止
された現在、どの性質として捉えるべきか、日本水道協会発行の図書に
おいても明確に示されておりません。本市においては、水道料金債権の
発生原因が給水契約による私法上の契約に基づくとして、水道法第１
４条第１項に規定される「その他供給条件」として供給規程（給水条
例）に定め、それを根拠として督促手数料を徴収しております。 
【問３】－ 

石垣市 
【問 1】徴収している。 
【問 2】規程時の根拠が明確ではないため、他事業体の根拠を今後の参
考としたい。 

南部水道企業団 

【問１】督促手数料を徴収しています。 
【問２】平成 19 年施行された条例に基づき徴収しております。 
 水道料金は地方自治法第 225 条にいう公の施設の利用につき徴収す
る使用料であると解釈すれば、その使用料を納付期限に納付しない者
に対し行う督促は同法第 231 条の３第１項を行わなければならないと
考えられるが、最高裁の判例においても、この債権の行使、不行使は地
方公共団体の長の裁量によるものではないと解されている。 
   南部水道企業団水道事業給水条例 
(督促手数料、延滞金及び還付加算金) 
第 30 条 企業長は、第 21 条の料金又は前条の手数料を納付期限まで
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に納付しない者がある場合は、納付期限後 10 日以内に期限を指定して
督促状を発しなければならない。 
2 企業長は、前項の規定により督促状を発した場合において、督促状
1 通につき 100 円の督促手数料を徴収する。 
【問３】－ 

本部町 
【問１】本町も督促手数料を徴収しています。   
【問２】本町でも条例に基づき徴収していますが、条例制定時の根拠に
ついては資料が残っていないため不明です。 

西原町 
【問１】本町では督促料 100 円を徴収しております。 
【問２】西原町水道事業給水条例第２９条第１項に基づき徴収してお
ります。民法 153 条に基づき規定したものと思われます。 

北谷町 

【問１】徴収しています。 
【問２】北谷町給水条例 
（督促実費金及び延滞利息） 
第 35 条 管理者は、第 26 条の料金を納期限までに納付しない者があ
る場合は、納期限を指定して督促をしなければならない。 
２ 前項の者に対する督促実費金は、督促状１通につき１００円とす
る。 
北谷町会計規則 
（督促） 
第 33 条 収入決定権者は、収入金が納期限までに納入されないは、法
第 231 条の 3 第 1 項の規定により、当該納入義務者に対し、期限が指
定して督促状を発しなければならない。この期限は、法令、条例又は他
の規則に特別の定めがある場合を除き、15 日以上の期間を置かなけれ
ばならない。 

嘉手納町 
【問１】徴収している。 
【問２】地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 231 条の 3 

金武町 

【問１】督促料金を徴しています。 
【問２】「金武町水道事業給水条例」 
第 33 条 管理者は、料金及び手数料を納期限までに定納してない者が
あるときは、納付期限後 10 日以内に期限を指定して督促状を発しなけ
ればならない。 
2 前項の督促手数料は、1 件につき 100 円とする。 
※督促料金を 100 円とした根拠・経緯については不明。 
【問３】該当しない。 

与那原町 【問１】督促手数料を徴収しております。 
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【問２】与那原町水道給水条例 第 32 条 
https://www1.greiki.net/yonabaru/reiki_honbun/q935RG00000407.ht
ml 

久米島町 現在・徴収はしておりません。 

竹富町 

【問 1】督促手数料を徴収している。 
【問 2】地方自治法第 231 条の 3 に基づき徴収しているが、本町の条
例と規則にある督促状の発送 1 通につき 100 円徴収している。 
根拠については不明です。 
【問 3】徴収しているため、「該当なし」 
〇竹富町簡易水道給水条例第 30 条・〇竹富町簡易水道事業給水条例施
行規則第 26 条「督促状を発した場合においては、督促状 1 通につい
て、100 円の督促手数料を徴収しなければならない。ただし、やむを得
ない理由があると認める場合においては、これを徴収しない。」 

国頭村 
【問１】徴収しています。 
【問２】何を根拠に規定したかは不明です。今後のために他事業体の回
答を参考にしたいです。 

東村 徴収していない。 

今帰仁村 
【問１】徴収している 
【問２】－ 
【問３】－ 

宜野座村 
【問１】はい 
【問２】宜野座村給水条例第 38 条 

恩納村 
【問１】100 円の督促手数料を徴収しております。 
【問２】根拠につては不明 

北中城村 
【問１】100 円徴収している 
【問２】北中城村給水条例 

読谷村 
【問１】徴収しています。１件につき 100 円 
【問２】読谷村水道事業給水条例第 30 条第 3 項に基づいていますが、
規定に至った根拠等は不明です。 

中城村 

【問 1】中城村水道事業給水条例に基づき徴収しています。 
【問２】当初は地方自治法第 231 条の 3 に基づき徴収していたが、平
成 15 年最高裁の判決で水道料金は私法債の債権であると確定したこ
とから、地方自治法施行令第 171 条を準用して徴収しています。 

大宜味村 
【問１】はい 
【問２】根拠について考えたことがございません 
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伊江村 

【問１】条例に基づき徴収している。手数料は 200 円 
【問２】手数料を 200 円にしていることも含め根拠は不明。（過去に監
査員より 200 円の根拠について問われたが根拠は示せず、担当個人の
見解で事務手数料としての側面と滞納の抑止効果の期待があったので
はないかと回答している。） 
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議題６ 水道事業の繰入金について（名護市） 
議題内容 

操出基準第１上水道事業３上水道の出資に要する経費（２）操出の基準オについて、耐
震化事業に係る一般会計からの繰入金について次の事項についてご回答をよろしくお願
いします。 
 
１ 令和 2 年度以降、耐震化事業に係る一般会計の繰入金の受入はありますか。 
 
 ①ある  ②今後予定している ③なし 
 
２ １で①または②と回答した団体に質問です。上積み事業の算定方法はどのようにし
ていますか（する予定ですか）。 

自由記述でお願いします。 
 
名護市回答 
１ ③ 
２ 問１で③と回答しましたが、名護市では、配水池建設や浄水場の耐震化事業など、優
先的に行うべき事業が続く見込みとなっており、人員などの状況から管路の更新事業を
上積みできていない状況にあります。ただし、管路の耐震化率が低い状況にあるため、他
市の状況等を踏まえ前向きに検討したいと考えています。 
 
参考 操出基準 
第１ 上水道事業 
３ 上水道の出資に要する経費 
（２）繰出しの基準 
オ 次に掲げる災害・安全対策事業に係る事業費 
③ 前年度末時点で「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26 年８月
29 日付け総財公第 107 号、総財営第 73 号、総財準第 83 号）に基づく経営戦略（以下「経
営戦略」という。）を策定した末端給水事業者が実施する水道管路（交付金等のうち水道
管路緊急改善事業の対象となる管種に限る。）の耐震化事業に係る事業費のうち通常の耐
震化事業に上積みして実施するものの４分の１ 

この場合、耐震化事業費のうち通常の耐震化事業に上積みして実施するものとは、耐震
化事業費に、当該年度における管路更新率が基準管路更新率（令和２年度から令和４年度
の全国の平均管路更新率（0.67％）又は同期間の当該事業の平均管路更新率のいずれか低
い方。ただし、前々年度における有収水量１㎥当たりの給水収益（以下「供給単価」とい
う。）が 178 円未満の事業については、当該事業の平均管路更新率とする。）を上回る割
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合を乗じて算出した事業費をいうものであること 
④ ③の末端給水事業者のうち、前々年度における供給単価が 178 円以上であって、有
収水量１㎥当たりの資本費が 148 円以上又は有収水量１㎥当たりの資本費が 111 円以上
かつ有収水量１㎥当たりの管路延長が 0.114ｍ以上のものについては、③の耐震化事業に
係る事業費のうち通常の耐震化事業に上積みして実施するものの２分の１ 
 

回  答 回 答 内 容 
沖縄県企業局 １ ③ 

那覇市 
１ ③なし 
２ 繰入金の受入れ予定なし 

沖縄市 
１ ③なし 
２ 予定はありません。各団体の事例を今後の参考とさせていただ
きたい。 

うるま市 １ ③なし 
浦添市 １ ③なし 
宜野湾市 １ ③なし 
宮古島市 １ ③なし 

糸満市 
１ ③受入なしです。 
２ 該当なし 

名護市 議題提出正会員 
豊見城市 １ ③なし 
南城市 １ ③なし 

石垣市 
１ ③なし 
２ 石垣市では、水道管の耐震化事業の上積みの実績はありませ
ん。 

南部水道企業団 １ ③なし 

本部町 

１ ③なし 
２ 問１で③と回答しましたが、本部町では老朽化した浄水場や本
部半島-瀬底島-水納島間の海底送水管のなどの改築更新といった優
先的に行うべき事業が続く見込みとなっており、名護市さんと同様
で管路の更新事業を上積みしにくい状況にあります。 

西原町 １ ③なし 
北谷町 １ ③なし 
嘉手納町 １ ③なし 
金武町 １ ③なし 
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与那原町 １ ③なし 
久米島町 一般会計からの繰入金はありません。 

竹富町 
１ ③ 
２ 該当無し。 

国頭村 
１ ③なし 
２ 該当無し。 

東村 １ ③なし 
今帰仁村 １ ③なし 
宜野座村 １ ③なし 
恩納村 １ ③なし 
北中城村 １ ③なし 
読谷村 １ ③なし 
中城村 繰入金受入なし 
大宜味村 １ ③なし 
伊江村 １ ③なし 
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議題７ 相続人調査について（那覇市） 
議題内容 

滞納者に相続が発生した場合、相続人に対して、法定相続分に応じた履行請求をするた
め、相続人調査を行っています。各事業体の状況について、以下の点についてお尋ねしま
す。 
 
①相続人の範囲について 

民法の相続人の範囲に代襲者も含んでいますが、当事業体の実務においては、その代襲
者の範囲までの相続人調査がなされていない実情となっています。各事業体の調査の状
況を把握したく、相続人の範囲についてご教示願います。 
 
②少額滞納者である場合の相続人調査について 

未納額が少額の滞納者である場合の当事業体の相続人調査実施については、費用対効
果による優先性、効率性等を勘案しながら選定をしていますが、基準となる明確な規範を
持ち合わせていない状況となっています。今後の業務の参考としたく、各事業体における
選定の方針や基準、考え方等についてご教授願います。また、方針等を定めた文書がござ
いましたらご恵与願います。 
 

回  答 回 答 内 容 
沖縄県企業局 該当なし（用水供給事業のため） 
那覇市 議題提出正会員 

沖縄市 

① 相続人の範囲について 
代襲相続人とは、被相続人が死亡した時に、本来相続人となるは

ずであった人が既に死亡しているなどの理由で、その代わりに相続
人となった子などのことをいいますが、本市では貴市同様代襲相続
人まで調査を行っていません。 
② 少額滞納者である場合の相続人調査について 

本市も貴市同様、費用対効果を勘案して調査を行っております。
方針等を定めた文書はありません。他事業体を参考にさせてくださ
い。 

うるま市 

① 本市の実務においても相続人調査をしていないのが実情であり
ます。 
② 基本３か月の未納で給水停止処分を行っている水道料金の未納
対策には、費用対効果が低いと考えるため、本市では相続人調査は
行っておりません。 

浦添市 ① 相続人調査を行った事例が無いため、各事業体の調査の事例を
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参考にさせていただきたいです。 
② ①と同じ状況でございます。 

宜野湾市 

① 本事業体の実務は、債権者の家族等に対し聞き取りによる相続
人調査を主に実施しております。それによって確認できる相続範囲
及び請求は、おおむね第１順位（子供）、第２順位（親）、第３順位
（きょうだい）となっており、貴市と同様に代襲相続者まで調査す
るのは難しいと考えています。他事業体の相続人調査の具体的な内
容をご教示いただければと思います。よろしくお願いいたします。 
② 本事業体も貴市と同様に明確な規範等を持ち合わせておりませ
ん。 

実務としては、相続人調査に限らず債権（徴収）調査にかかるコ
ストは、主に電話連絡（電話料金）及び督促、催告（郵送費）であ
ると考えていますが、これらは低コストであることから、債権放棄
するまで実施している状況です。 

宮古島市 
① 調査を行っていない。 
② 方針等を定めていない。 

糸満市 

① 本市では、滞納者に同居している相続人がいる場合は、その相続
人に滞納額の支払いを求めていますが、同居していない相続人の調
査までは行っていないのが現状です。 
② 本市では、少額滞納者に関する基準等は設けていません。 

名護市 

① 本市においても、現状、調査している相続人の範囲に代襲相続者
は含んでおりません。しかし、法定相続分に応じた請求や相続人の
不在を事由とする不納欠損等の処理を行う際は、当然、代襲相続者
を含む法定相続人全員の調査が必要となると考えます。 
② 本市では現在、未納額の多寡にかかわらず、水道使用者（契約者）
の死亡が判明した時点で相続人調査を実施しております。調査によ
り相続人が判明した場合、まずは１名の方に連絡し、納入通知書を
送付するという対応をしています。 

しかし、貴市同様、その手順について明確な基準は設けられてい
ないため、他事業体の基準等を参考にさせていただきたい。 

豊見城市 

① 相続人の範囲について、明確に定めてはおらず、また調査も十分
に行えていない状況です。 
② 相続人調査について、基準等は設けておりません。他市の状況を
参考にさせて頂きたいです。 

南城市 
① 相続人調査の実例がありません。 
② 選定の方針や基準はありません。相続人調査を取り入れること
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となった場合は、その都度選定会議を開くことになると思います。 

石垣市 
① 本市においても相続人調査はなされていない実情です。 
② 本市においても選定方針等の定めは持ち合わせておりません。 

南部水道企業団 

費用をかけて相続人調査までは行っておりません。不動産などを
通して親族と連絡が取れた場合、未納分の支払いをお願いしたり、
相続放棄した場合は、放棄した旨が記された裁判所の通知をコピー
して頂いています。 

本部町 

① 那覇市さんと同様で代襲者の範囲までの相続人調査は行ってい
ません。 
② 費用対効果による優先性、効率性等を勘案し①と同様で調査を
行っていません。 

西原町 

① 本町では、滞納者に相続が発生した場合、相続人を調査してまで
の請求は、家族の連絡先を把握している場合を除き、手間と時間が
かかるため行っておりません。相続が発生した場合、配偶者、子等
の家族が窓口に来庁または電話連絡がくることが多いです。 
② 少額滞納者の相続人の調査に関しては、親族の連絡先を把握し
ている場合を除き行っていないので、方針・基準を設けてはいませ
ん。 

北谷町 他事業体のご対応を参考にさせてください。 

嘉手納町 
① 那覇市と同様の相続人範囲になります。 
② 同様に苦慮しており、他事業体の回答を参考にさせていただき
ます。 

金武町 
現在、本町では相続人調査がされていない状況のため、他市町村

の状況を参考にさせていただきたいと思います。 

与那原町 

① 本町では代襲者までの相続人調査を行っておりません。 
② 明確な基準は設けておりませんが少額滞納者については相続者
の連絡先を容易に確認できない場合には積極的な滞納整理を行っ
ておりません。 

久米島町 本町では、相続人調査は行っておりません。 

竹富町 
本町も貴市と同じ状況であり、先進事例等を参酌し今後の参考に

したい。 

国頭村 
本村においても、相続人調査がなされていない状況です。今後の

ために他事業体の回答を参考にしたいです。 
東村 相続人調査を行っていない為、他市町村の事例を参考にしたい。 
今帰仁村 ① 住民記録（システム）のみ調査 
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② なし 
宜野座村 相続人調査を行っておりません。 
恩納村 ① ② 共に調査はしておりません。 

北中城村 
本村では相続人調査等はおこなっていないため、他事業体の事例

を参考にさせていただきたい。 

読谷村 

① 民法第 887 条第 2 項及び第 3 項に基づき、代襲相続人も相続人
の範囲に含めております。 
② 本村においては、滞納案件はすべて対応しており、選定はしてお
りません。そのため、現時点では方針や基準等は定めておりません。 

中城村 
本村では死亡後滞納案件は件数も少なく、戸籍の調査までは行っ

たことはありませんが、調査は今後必要であると考えています。 
大宜味村 事例が無いため他事業体の回答を参考にさせていただきます。 

伊江村 
本村において同様の事例はないため、今後の経理処理のため他事

業体の回答を参考にしたい。 
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議題８ 資本的支出予算（４条）に伴う事業繰越時の経理の取り扱いについて（南城市） 
議題内容 

４条予算の事業を繰越しする場合、出来高部分のない工事前払金の支出については、当
該年度での予算執行とはせず、翌年度に繰り越しされ、出来高がある部分のみ建設仮勘定
として予算執行経理をすることが一般的だと認識しておりますが、文献によっては、4 条
予算は現金主義なので、前払金も出来高部分の有無に関わらず、支払いのときに予算執行
すべきと書いてあるものもあります。 
 そこで、各事業体の経理処理についてご教授願います。 
 
① 出来高部分のない前払金についての経理処理についてお聞かせ下さい。 
【南城市】当該年度での予算執行とはせず、翌年度へ繰り越し、出来高がある部分のみ建
設仮勘定として予算執行経理をしている。 
 
② 出来高部分のない前払金に係る国庫補助金等の収入については、当該年度の決算とし
ていますか。それとも前受金処理とし、事業完了年度での決算としていますか。 
【南城市】当該年度の決算としている。 
 
③ 上記②について当該年度の決算としている場合、その財源については、次年度の繰越
工事資金として補填財源に使用していますか。 
【南城市】使用している。 
もし、補填財源に使用している場合、そのことがわかる資料の写し（決算報告書など）を
参考として提供していただけますでしょうか。よろしくお願い致します。 
 
添付資料：決算報告書（資本的収入及び支出）の写し 
 

回  答 回 答 内 容 
沖縄県企業局 該当なし（用水供給事業のため） 

那覇市 
① 貴市と同様である。 
② 貴市と同様である。 
③ 貴市と同様である。（別添資料あり） 

沖縄市 
① 当該年度での予算執行とし、建設仮勘定として経理しています。 
② 当該年度の決算としています。 
③ 繰越工事資金（補填財源）として取り扱っていません。 

うるま市 
① 貴市と同様の経理処理を行っております。 
② 当該年度の決算としております。 
③ 本市でも、次年度の繰越工事資金として補填財源に使用してい
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ます。 
（別添資料：決算報告書（資本的収入及び支出）の写し） 

浦添市 

① 当該年度での予算執行とはせず、翌年度へ繰り越し、事業完了後
に予算執行しています。 
② 当該年度の決算としています。 
③ 使用しています。（別紙 1 決算報告書の写し添付） 

宜野湾市 

① 本市では工事前払金の支出時に建設仮勘定に計上し、予算執行
しております。しかし過去には、工事前払金の支出時に予算執行せ
ず、工事完了時に振替伝票で建設仮勘定に計上し、予算執行してい
た時期もありますので、他事業体の処理方法について参考にさせて
いただければと思います。 
② 当該年度の決算としております。 
③ 使用しておりません。 

宮古島市 

① 工事等の前払金については、当年度での予算執行とはしており
ません。次年度において、事業が完了し、完成払いの際に予算執行
という形をとっています。 
② 前払金に係る国庫補助金等については、当年度の収入としての
予算執行はせず、前受金処理をしており、次年度において、事業完
了後に予算執行という形をとっています。 

糸満市 
① 貴市と同様の取扱いです。 
② 当該年度の決算としています。 
③ 該当なし 

名護市 

① 前払金については、一部を除き基本的には建設仮勘定に計上し
予算執行しています。一部というのは年度末（２～３月）に前払金
（中間前払を含む）などがあるもので補助金の収納が次年度になる
もの等です。 
② 前払金の国庫補助金収入は決算に含めています。 
③ ①及び②の経理をしているため、繰越工事資金としての取扱い
はこれまでありません。 

また、4 条は建設仮勘定に計上すべきと記載のある文献もあるこ
とから、前払金の出来高確認の方法を含めて方針が曖昧になってい
るため、他団体の手法を参考にしたいと思います。 

豊見城市 

① 出来高のない前払金については当該年度での予算執行とはせ
ず、翌年度完了時に予算執行しています。 
② 出来高のない前払金に係る国庫補助金等の収入については前受
金処理し、翌年度完了時に予算執行しています。 
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南城市 議題提出正会員 

石垣市 
① 南城市さんと同じ処理をしています。 
② 出来高部分がないものについては、請求していない。 

南部水道企業団 
① 貴市と同様の処理を行っています。 
② 事業完了年度での決算としています。 

本部町 

① 本町では前払金も出来高部分の有無に関わらず支払いの時に予
算執行経理をしています。 
② 当該年度の決算としています。 
③ 使用していません。 

西原町 
近年、予算繰越しがないため、他市町村の経理処理を参考にさせ

ていただきたいです。 

北谷町 
① 出来高部分のない前払金は、翌年度へ繰越しています。  
② 出来高部分のない前払金に係る国庫補助金の収入は、前受金と
して処理し、事業完了年度の決算としている。 

嘉手納町 

① 当該年度での予算執行とはせず、翌年度へ繰り越し、出来高があ
る部分のみ建設仮勘定として予算執行経理をしている。 
② 前受金処理とし、事業完了年度での決算としている。 
③ 該当なし 

金武町 
① 該当年度での予算執行とはせず、翌年度へ繰越している。 
② 前受金で処理し、事業完了年度での決算としている。 

与那原町 
① 前例無し 
② 前例無し 

久米島町 
経理処理は行っておりません。Ｒ6 年度に同様の経理処理がある

可能性がある。 

竹富町 
本町は、今年度より公営企業会計に移行したため、先進事例等を

参酌し今後の参考にしたい。 

国頭村 
公営企業会計初年度となるため、まだ経理の取扱に慣れておりま

せん。今後のために他事業体の回答を参考にしたいです。 

東村 
今年度より公営企業会計へ移行した為、他市町村の事例を参考に

したい。 

今帰仁村 
① ― 
② ― 
③ ― 

宜野座村 
① 当該年度の予算執行としています。 
② 当該年度の予算執行としています。 
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③ 次年度の繰り越し工事資金として補填財源には使用していませ
ん。 

恩納村 
① 当年度執行、建設仮勘定にて処理 
② 前受金として処理 

北中城村 
① 当該年度での予算執行とはせず、翌年度へ繰り越し、出来高があ
る部分のみ建設仮勘定として予算執行経理をしている。 
② 当該年度の決算としている。 

読谷村 

① 本村においては出来高部分の有無にかかわらず、年度内で完成
していなければ全額前払金の扱いのままで、当該年度の予算執行と
しておりません。 
② 出来高のない前払金の補助金を請求したケースはありません。 
③ 該当なし。 

中城村 
① 当該年度の予算執行とはせず、前払金として処理しています。 
② 当該年度決算としています。 
③ 当該年度の補填財源として使用。 

大宜味村 事例が無いため他事業体の回答を参考にさせていただきます。 

伊江村 
本村において同様の事例はないため、今後の経理処理のため他事

業体の回答を参考にしたい。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



∼ 36 ∼ 
 

議題９ 各金融機関での窓口収納に関することについて（南城市） 
議題内容 

現在本市水道課では、各金融機関窓口で支払われる水道料金の納付書の収納済通知書
(水道事業保管分)を、定期的に各金融機関へ出向き、回収をしている状況です。（一般会
計は総合収納委託をしている） それを行っていた理由として、口振依頼を FD で提出し
ていた時代があったため、そのついでとして回収を行っておりました。しかし現在は口振
依頼を伝送化(ADP)しているため、収納済通知書の回収のためだけに各金融機関へ出向
いている状況となっております。 事務の効率化を図る必要があることから、現在収納済
通知書データ化処理等業務委託に向けて進めているところで、本年度にプロポーザルを
予定しておりますが、その一方で、公金収納のデジタル化（eLTAX）についても、遅くて
も令和 8 年 9 月までに eLTAX を活用した公金収納を開始することを目指し、その必要な
改正が盛り込まれた「地方自治法の一部を改正する法律」（令和 6 年法律第 65 号）が公
布されたところです。 水道事業においても数年後には eLTAX（QR コード決済）を導
入する必要があれば、現在進めている収納通知書データ化処理等業務委託については不
要になってきます。 

そこで、各事業体の現在の状況について、また上記についてのご意見などをお聞かせい
ただけますでしょうか。宜しくお願い致します。 

 
回  答 回 答 内 容 

沖縄県企業局 該当なし（用水供給事業のため） 

那覇市 

当市では、収納済通知書の各金融機関からの取りまとめや OCR
データのＦＤへの変換、入金報告日計表の作成等を出納取扱金融機
関へ委託しております。eLTAX を導入し、将来的にＯＣＲ納付書の
使用がなくなれば、現在の委託は不要になると考えています。 

沖縄市 

本市では出納取扱金融機関が各金融機関から収納済通知書を受
け取り、上下水道局に持参してもらっています。 

eLTAX については、導入に向けて取り組んでいきますが、時期は
未定となっています。 

うるま市 
eLTAX の導入検討と併せて検討予定。 
他市の状況をご教授願います。 

浦添市 

当市では各金融機関にて収められた納入済通知書が市本庁内の
指定金融機関に届けられるため、毎朝回収を行っています。 

eLTAX の導入については課題の一つと考えています。 
各事業体の状況を参考にさせていただきたいです。 

宜野湾市 
本事業体は、現在口座振替データの送受を FD を用いて実施して

います。FD は各金融機関担当者に来局いただき受け渡しをしてお
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りますが、収納済通知書においても同様です。今後は、eLTAX の活
用も視野に入れながら、他事業体の事例も含めて検討していきたい
と考えています。 

宮古島市 
当市では口振の登録用紙及び納付書（収納済み）の回収、各種支

払いや入金のため金融機関を利用しています。eLTAX はまだ情報
が少ないため、検討中です。 

糸満市 
本市では、市役所庁舎内に入居している指定金融機関が、各金融

機関の収納済通知書をまとめて水道部に提出しています。eLTAX の
導入については未定です。 

名護市 

本市では、ゆうちょ銀行をのぞき、口座振替についてはＦＤを提
出しておりますが、各金融機関における窓口収納分の収納済通知書
については、ほとんどが金融機関の方から税金等の一般会計分と併
せて会計課（一般会計）に届けていただいています。なお、数行つ
いては水道事業分については直接担当窓口まで届けていただいて
いる状況です。 

窓口収納分の消込作業については、収納済通知書のバーコード読
込という手作業になり、本市の昨年度の件数としては、約 16,000 件
となります。 

状況が異なるため、貴市の負担がどの程度なのか計りかねますの
で、新たな業務委託について容易に言及はできませんが、消込作業
等、本市にも関わる部分もありますので、他事業体のご意見を参考
にさせていただきたい。 

豊見城市 

当市においては、各金融機関窓口で支払われた納付書の収納済通
知書（水道事業保管分）は指定金融機関と各金融機関との間で交わ
された契約で指定金融機関へ搬送されることとなっており、当市は
定期的に指定金融機関からまとめて回収しています。その後、電算
委託（要員派遣型）している派遣員が OCR で収納済通知書を読み
取りシステムへ取り込んでいます。 

eLTAX（QR コード決済）導入については、令和 7 年 4 月からシ
ステム改修に移るスケジュールとなっているにも関わらず、現在公
開されている見積参考資料ではベンダーとの調整も進められない
状況であるため、情報の収集にとどまっています。 

南城市 議題提出正会員 

石垣市 
本市においても南城市さんと同様に金融機関へ出向き回収を行

っています。 
eLTAX(QR コード決済)について今後導入検討をしていますが、
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他市の取り組み状況も参考にしながら進める予定です。 

南部水道企業団 

貴市同様、月３～４回各金融機関に出向いて納付書の収納済通知
書を回収しています。収納通知書データ化処理等業務委託について
は当企業団では導入予定はございません。 
 eLTAX についてですが、議題１でも回答した通り、現時点で情報
が少なく、また当企業団は水道料金の取り扱いしかないため費用対
効果分析が必要（他事業体では多数公金があり他課と同一時期に導
入すれば費用は安価になるのではないかと考えられます）と存じま
す。他事業体のご意見を参考にさせていただきたい。 

本部町 

現在、琉球銀行・沖縄銀行・沖縄海邦銀行は口振依頼を伝送化
（ADP)いています。農協は FD で口振依頼していますが、今後伝送
化（ADP)する予定です。 

その後 eLTAX を活用した公金収納導入予定です。 

西原町 

本町では、口座振替の金融機関７件中、４件は今でもＦＤを使用
しております。収納済通知書の回収、それ以外の業務でも定期的に
金融機関に出向いています。 

現在、elTAX の導入予定はありませんが、いずれは導入を検討す
べきではないかと考えております。 

北谷町 

本町においては、本庁に各銀行が輪番で銀行窓口を開設してい
て、各銀行窓口で支払いされた納付書が数日後に届きます。 

また今年度から全ての口座引落情報を伝送化したため各銀行に
行くことは無くなりました。 
 eLTAX（QR コード決済）の導入については現在稼働させている
水道料金システムの業者には導入する方向で話しを進めていると
ころです。 
 今後のため他事業体のご対応を参考にさせてください。 

嘉手納町 

現状として、各金融機関と「水道料金等収納事務委託契約書」を
取り交しており、その中で「甲宛てに送付する。」としているため、
各金融機関へこちらから回収に出向くことはなく、各金融機関から
出納取扱金融機関に送付され、こちらへ届きます。 

金武町 本町では、一般会計で水道分も一緒に回収している状況です。 

与那原町 

収納事務通知書について：収納機関へ週に 2 回（納付書発送 5 日
後～納期限頃までは毎日）受け取りに行っています。その際に、口
座振替申請書も支店受付分は一緒に受け取っております。eLTAX に
ついては、令和 7 年度当初予算にてシステム改修費用を計上予定し
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ております。システムベンダーへ現時点で公開されている見積参考
資料を基に概算での見積もりをお願いしています。 

久米島町 
収納済通知書は一般会計（出納室）で毎日回収し OCR 読込みを

して、水道課へ返却される。 
eLTAX は検討中。 

竹富町 
現在、データ化処理等業務になっていて、窓口に行くことはない

が先進事例等を参酌し今後の公金収納のデジタル化の参考にした
い。 

国頭村 
本村においても、出納職員が定期的に各金融機関へ出向き、収納

済通知書を回収している状況です。今後のために他事業体の回答を
参考にしたいです。 

東村 
データ伝送についてこれから実施予定なので、他市町村の事例を

参考にしたい。 
今帰仁村  未定。 

宜野座村 
会計管理室の職員が水道事業分もまとめて回収しています。

eLTAX の導入については、検討中です。 

恩納村 
週１～２回金融機関の窓口にて回収しております。 
今後については未定。 

北中城村 

金融機関窓口で納付された収納済通知書は毎朝、本庁の会計課が
金融機関へ出向いており、水道課分も合わせて受領してもらってい
ます。 

また、eLTAX については、次年度システム改修できるよう見積り
をとり、予算計上する予定です。 

読谷村 

各金融機関の窓口にて収納された水道料金等の収入済通知書は
指定金融機関を通じて当課へ届けられている状況です。（ゆうちょ
銀行は郵送されてきます） 
 しかしながら、口座振替依頼のデータ伝送に至っていない金融機
関へのＦＤ授受や、当課でお預かりした紙ベースの口座振替依頼書
の持ち込みなど毎月の業務ルーティンの中に金融機関への外勤は
避けられないものとなっている現状です。 
 議題１の回答同様、eLTAX の情報収集に努めたいと思っていま
す。 

中城村 
納付書回収については、輪番（会計・税務・国保・水道）で行っ

ております。    
 公金収納のデジタル化については、今のところ取り組みなしで
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す。 

大宜味村 
当村では会計課が一般会計も簡水会計もひっくるめて金融機関

に出向いて回収しております。 

伊江村 
収納済通知書については本村においても同様の状況で、eLTAX に

ついては検討も行っておりません。 
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 議題１０ 水道事業の人材育成・確保、技術継承について（南城市） 
 議題内容 

本市水道課では、年々業務が増える一方に対し、人員は逆に減となっている状況にあり、
３～４年では人事異動となる現状での現体制においては、新たな資格者の確保や人材育
成・技術継承が困難となっている。 課全体で効率的かつ健全に業務を遂行できるよう運
営を見直し、業務改善にも努めてはおりますが、人員不足や経験不足などから、課全体の
総合的な技術や知識は十分とは言えません。 また、近年の建築ラッシュに伴う給水申請
数の増加及び市内全域に分布する耐用年数を経過した老朽管の更新工事が集中してくる
状況を鑑みると、適正な人員確保や技師力の向上が必要となってきます。また、公営企業
会計についても特殊性があり、複式簿記や決算整理なども技術的なものと考えておりま
す。 

本市水道課においては、各種資格を有する人材の配置や人事異動方針の見直し(例外)等
をしてもらうように総務課(人事)へ要望をしながら、また近年では職員の専門的な研修へ
の派遣を積極的に行い、人事異動後も数年後にはまた水道事業へ戻ってくることで、専門
的知識をさらに広げ、キャリアデザインを目指しております。 

また、窓口業務や開閉栓業務、メーター検針を含む料金調定業務等については現在民間
事業者へ業務委託を行っておりますが、その他の技術や専門的知識を有する部分につい
ても、民間事業者への継続委託をすることも視野に入れていくべきかと考えております。 
 そこで、各事業体の人材育成・確保、技術継承などの事例や、効率的な事務運営につい
ての考え方や良い方法などがございましたら、ご教示いただけますでしょうか。宜しくお
願い致します。 
 

回  答 回 答 内 容 

沖縄県企業局 

企業局では、公営企業管理者を設置し、知事部局等とは別に職員
を採用しているほか、沖縄県企業局人材育成基本方針（平成 27 年 2
月）に基づき、局内でのジョブローテーション、公営企業会計や水
道施設の維持管理などに関する研修への派遣、簿記資格保有者の採
用等により、人材の育成・確保、技術の維持・継承を図っていると
ころです。 

また、効率的な事業運営に関しては、以下のとおり浄水場等の運
転管理を委託しているところです。 
・浄水場（北谷を除く）：夜間・休日（Ｈ22～） 
・海水淡水化センター：全日 24 時間（Ｈ18～） 
・西系列取水ポンプ場等：全日 24 時間（Ｓ60 頃～） 
・本島周辺離島８村水道施設：平日・昼間（H30～） 
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【久志浄水管理事務所】 
人材育成としては、電気設備の工事・維持管理を行う上で、電気

設備に関する規定、知識について習得する必要がある（電気事故や
波及事故の防止） 

それぞれ、各職場での日常業務において取得する知識、技術に加
え、研修・講習会等へ積極的に参加する。 

那覇市 

当市で策定している人材育成に関する基本方針において人材育
成につながる具体的な取組事例として、「職員の成長を見据えた業
務分担の設定（主担当や副担当などの役割設定）」、「業務担当課主催
研修の実施及び推奨」、「職員の経験の多様化を図るジョブローテー
ションの実施」等を挙げており、職員や職場、人事担当がそれぞれ
の立場で取り組んでおります。また、「人材の確保」、「技術の継承」
に関しましては、再任用制度は職員の既存のスキルと経験を活かす
ことができるため、即戦力となる人材の確保に繋がると同時に、技
術やノウハウ、経験を新たな世代に継承させることができる効果的
な制度と考えております。 

そして「効率的な事務運営」に関しましては、当市で取り組んで
いる業務の DX（デジタルトランスフォーメーション）化は限られ
た人員や予算の中で今後、業務を効率的に行う方法の一つとなると
考えております。 

沖縄市 

本市では、任命権者間の異動の実施、さらに令和２年度に上下水
道統合後、上水・下水道事業の知識共有や技術習得等、職員力の向
上を図るため、上水・下水間の人事交流も実施していますが、実務
経験や専門知識、技能を有する業務等、事務系及び技術系どちらに
おいても経験や専門的知識の継承が難しくなってきています。 

そこで、職場内でベテラン職員（ＯＢ含め）が後輩に対し、業務
に必要な知識やスキルを実践しながら継承するＯＪＴ（On The 
Job Training）の取組や業務のマニュアル作成、日水協や外部機関
による研修受講、また専門性のある分野では民間委託の導入も一部
行っていますが、さらに包括委託も視野に入れ検討を行なっている
ところでございます。 

うるま市 

本市においても、市全体の人事異動により３年～５年程度で職員
が異動することが基本であるため、計画的な人事配置や人材育成が
必要であると考えており、職員研修や水道事業間の事務技術研修会
に積極的に参加していますが、組織的に人材確保が課題となってい
ます。 
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また、上下水道事業内の人事異動（ローテーション等）や一般会
計の部局との人事異動の調整や方針、考え方（水道事業人材育成方
針の有無や再任用職員の活用）など、組織的な対策について、他事
業体の事例を参考にしたい。 

浦添市 
本市においても人材確保等については苦慮しております。具体的

な事務運営や方法はございませんが、事務委託の方法や人材育成な
ど他自治体の状況等を参考にしていきたいです。 

宜野湾市 

本市の人事異動は３年以上同一課に在職する職員は、全員異動対
象とし、５年以上同一課に在職する職員は、積極的に異動させるこ
とを基準としております。 

そのため本事業体では、マニュアル作成や複数人での業務対応を
担うことで、定期人事異動にも対応しているところです。 

また、本市においては上下水道事業包括業務委託を令和３年度よ
り実施しており、民間事業者において技術継承等も担っていただ
き、市職員が人事異動や退職等により新たに配属された職員に対し
ても技術継承等に関しフィードバックできるような体制作りを行
っているところです。 

宮古島市 
本市においても同様に人材確保について苦慮しているところで

すので、他の事業体の対策を参考にしたい。 

糸満市 
本市では、業務経験の長い定年退職者を再任用または会計年度任

用職員として採用するなどし、人材確保や技術継承に努めていま
す。 

名護市 

本市においても知識経験を有する職員の確保について苦慮して
いるところ、人事所管課が実施する人事異動ヒアリングの機会に要
望しております。 

本市では窓口業務やメーター検針、開閉栓、料金徴収業務のほか、
管路の維持管理業務、浄水施設の運転管理業務等についても委託を
行っております。 

本市においては業務委託を行うことが人材育成や技術継承を図
る補完的役割を果たしていることがいえると考えております。 

その他経理部門では、公営企業会計支援業務委託を行うことによ
り、経理業務の適正処理と人材育成に努めているところです。 

豊見城市 

当市においても人材育成・確保については課題となっています。
そのため、人事部門へ布設工事監督者や水道技術管理者の資格に関
する資料や資格を有する職員のリストを提供したり、経理事務を行
う職員は簿記資格を保有している職員を配置することなどを要望
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しています。 
 技術継承に関しても貴市同様、人事異動がある中ノウハウの蓄積
が難しく、開閉栓等の窓口業務や現場対応などに苦慮していまし
た。そのため、平成 24 年度より民間事業者へ業務委託し、安定的な
業務遂行を図っています。 

南城市 議題提出正会員 

石垣市 
本市においても同様の課題が有り、他事業体の対策を参考に検討

したい。 

南部水道企業団 
当企業団においては、水道事業に必要な専門的な技術や知識の習

得をさせるため、積極的に研修会に参加させ、人材の育成及び技術
の継承に繋げていきたいと考えています。 

本部町 

本町も南城市さんと同様の課題を長年抱えています。結果的に維
持管理を担当する一部の職員は 20 年以上在籍しており、工事担当
職員も 10 年近く異動ができない状況が発生しており、知識、経験、
技術の継承といった後任の育成がうまくいっていない現状となっ
ています。その解決に向けて、人事異動のない水道専門職の採用を
検討していきたいと考えており、人事担当と調整を始める予定で
す。 

西原町 西原町も同じ状況です。 

北谷町 
本町においても正職員は減らされ、人事異動により数年で正職員

は異動となり技術継承の対応について苦慮しているところです。 
今後のため他事業体のご対応を参考にさせてください。 

嘉手納町 
南城市同様に苦慮しており、他事業体の回答を参考にさせていた

だきます。 

金武町 
本町でも、同様な事案で苦慮しているところです。 

 他市町村の意見を参考にさせていただきたいと思います。 

与那原町 
本町においても同様な課題をかかえております。他の事業体の考

え方を参考にしたい。 
久米島町 本町も同様、苦慮しております。 

竹富町 
本町も貴市と同じ状況であり、先進事例等を参酌し今後の参考に

したい。 

国頭村 

本村においても同様な課題があると考えます。本村では、水道技
術管理者の資格や水道関連の研修会等へ、積極的に参加するように
促しています。また、職員による浄水場や水道施設の維持管理及び
水道管の修繕作業等を行うことで、技術の継承・向上を行っていま



∼ 45 ∼ 
 

す。今後のために他事業体の回答を参考にしたいです。 

東村 
本村においては水道担当職員 1 人体制であるため、技術継承が難

しく職員の異動が困難な状況となっている。後任の育成が課題とな
っている事から他市町村の対応を参考にしたい。 

今帰仁村  特になし。 

宜野座村 
本村においても、職員数が少ない上、人材育成・確保や、技術継

承について多くの課題があり、他事業体様を参考にさせていただき
たいです。 

恩納村 
本村においても、同様の問題を抱えており、今後の課題となって

おります。 

北中城村 
本村も技術継承に苦慮しているため、専門的な研修への派遣を積

極的におこなっております。 

読谷村 
本村も同様の課題をかかえておりみなさんの事例を参考にさせ

ていただきたいです。 
中城村 特段の取り組みは行っていません。 

大宜味村 
役場の大半が専門性の低い一般人の集まりなので、専門的な知識

や経験のある各分野の人に業務委託・相談したほうが手っ取り早く
確実だと思います(人事異動しても安心)。 

伊江村 

本村は小規模事業体のため、少数の職員と業務委託により運営し
ておりますが、ベテラン職員の退職により技術の継承は難しくなっ
ています。職員の異動については水道技師として配属されるため、
基本的にその後の異動がない事で経験は蓄積され活かされます。 
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議題１１ 無線電話設備について（石垣市） 
議題内容 

本市水道部では、災害時等の連絡手段として、無線電話設備を所有しています。 
しかし、設備の経年劣化により修繕費が高額になること、島内に修繕できる人が常駐し

ていないこと等の理由により、業者より免許不要の IP 無線機への切替の提案がありまし
た。 
① 無線設備を所有している場合、保守点検は毎年実施していますか。それもと、定期検
査時期に合わせた点検の実施のみとしていますか。 
② 携帯用無線は、携帯電話と同じ電波を利用しているということで、防災時に通信障害
は発生した場合、機能するか懸念しています。他自治体では、携帯用無線の導入の実績ま
たは、検討している自治体がありましたら、導入の経緯、維持費等について、情報提供を
お願いいたします。 
 

回  答 回 答 内 容 

沖縄県企業局 

① 県企業局では、知事部局で整備した 260MHz 帯デジタル無線（沖
縄県総合行政情報通信ネットワーク）を利用しており、保守点検は
各自で整備した範囲に応じて実施しており、供用設備（基地局）は
知事部局、個別設備（無線機）は企業局が毎年行っております。 
② 海水淡水化センターでは離島浄水場を管理しており、災害時に
離島との通信手段として携帯型の IP 無線機を導入しています。 
初期費用として無線機本体の代金が必要となります。その後の維持
費は通信費用が月に約 6,000 円／1 台となっています。 

那覇市 

① IP 無線機については故障した際に対応ができるよう保守費を支
払っておりますが、業者による定期検査は行っておりません。 

年 4 回程度通信テストを行い、動作確認を実施しております。 
② IP 無線機 50 台（IP700：10 台 IP502：40 台）  
デュアル回線(au,docomo)  ※令和 4 年度 10 月までは IP700 の
みデュアル回線 
維持費：通信料 年間 1,320,000 円  保守費 年間 198,000 円 
【導入経緯】 
H25 年度 大規模災害時に電話回線等が使用できない場合に備え、
一部部局に MCA 無線機を配置。 
H26 年度 MCA 無線機の配置先を増やす。 
R2 年度 IP 無線機を導入 
R3 年度 MCA 無線機廃止 

当時（令和 2 年度）整備を始めた防災情報システムとの連携を想
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定していたことから、MCA 無線機から GPS 機能が付いている IP
無線機に切り替えているようです。 

沖縄市 

① 本市では、無線基地局１基（沖縄市役所屋上設置）、陸上移動局
１１基（車両設置型）、陸上移動局６台（ハンディー無線タイプ）を
所有しており、保守点検は毎年実施しております。また、５年に一
度の無線局定期検査も行っております。 
② 現在はスプリアス規格のアナログ無線を使用しており、携帯用
無線（ＩＰ無線機）導入の予定はございません。 

うるま市 

① 無線設備を所有しておりません。 
② 本市水道部におきましては、携帯用無線機の導入実績はござい
ません。また、導入検討もしておりません。 ※BCP 上においては、
工務課等にて所有している携帯電話の活用や、市災害対策本部が所
有している通信機器（IP 無線等）を借用するかたちとなっておりま
す。 

浦添市 

① 毎年保守点検と５年に１回定期点検を行っています。 
② 携帯用無線を導入しております。災害時や緊急時に使用するこ
とを前提に導入しています。維持費は保守点検や定期点検も含めて
業者へ委託しております。 

宜野湾市 

① 本市においても、災害時等の連絡手段として無線電話設備（基地
局 1 基、移動局 14 基）を所有しておりますが、保守点検について
は定期点検に合わせ委託している状況です。 
② 貴市同様に、本市の無線機もかなり経年劣化が進んでおり、災害
発生時に機能するか懸念しております。2 年ほど前に同規模の設備
を IP 無線に切り替える検討を行った経緯がありますが、その際に
参考見積を聴取した結果、2 千万円以上の導入費用であったため断
念した経緯がございます。本市としましても、他自治体の導入実績
等がございましたら参考にさせて頂きたいと思います。 

宮古島市 

当市では、IP 無線機と地域振興用陸上移動通信システムを使用し
ております。 
① 保守点検を年 2 回実施、IP 無線機の点検は行っておりません。 
② IP 無線機の通信範囲は広いが、災害時、携帯電話通信障害時が
発生した場合は使用できないと思われます。 

地域振興用陸上移動通信システムは、独自の基地局が有り、基地
局に障害が無ければ使用できます。 
 導入の経緯、地域振興用陸上移動通信システムで通信できないエ
リアをカバーする事と、今後地域振興用陸上移動通信システムが廃
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止される可能性がある為、導入しました。 
維持費、IP 無線機・機種購入費（令和元年）110,000 円(一台) 
通信料・月 3,000 円(一台) 
ICOM ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ IP ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰが良いと思います。 

IP ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰと業務用無線、両方の通信ができ、携帯電話通信網に
トラブルが起きても業務用無線で通信できるようです。 

糸満市 
① 毎年、保守点検を実施しています。 
② 携帯用無線の導入について、実績はなく、検討もしていません。 

名護市 
① 保守点検は毎年実施しております。 
② ＩＰ無線機は所有しておりません。 

豊見城市 事例なし。 
南城市 定期検査時期に合わせた点検の実施のみです。 
石垣市 議題提出正会員 

南部水道企業団 
平成 30 年度までは、自営無線。令和元年～800 帯 MHｚデジタル

MCA 保守点検なし（2～3 年に無線機本体の電池交換） 
年払 \127,050 (有)エスティー通信 

本部町 
① 以前は所有していましたが、免許の問題や経年劣化や故障等で
廃止にした経緯があり、現在は無線設備を所有しておりません。 
② 導入予定は現在ありません。 

西原町 
① 定期検査に合わせた点検 
② 使用頻度は少なく施設維持が難しい状況ですが、災害時に必要
と考えており、検討していません。 

北谷町 本町において連絡手段は携帯電話での対応となります。 

嘉手納町 
① 毎年実施 
② 実績なし 

金武町 本町では、無線電話は所有しておりません。 

与那原町 
当町では無線電話を所有しておりませんが必要性は感じている

為、他事業体の事例を参考にしたい。 
久米島町 本町は、無線電話を所有しておりません。 
竹富町 無線電話を持っていません。 

国頭村 
① 所有していません。 
② 本村では、トランシーバー（４台）を所有しています。 
現場対応等のこまめに連絡をとる際に便利だと思います。 

東村 無線設備は所有者していない。 
今帰仁村 ① 所有していない 
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② ― 

宜野座村 
① 無線設備を所有していません。 
② 携帯用無線の導入の実績はなく、また検討をしていません。 

恩納村 
① 無線設備は所有しておりません。 
② 携帯用無線の導入は無く、検討もしておりません。 

北中城村 導入していない。 

読谷村 
① 所有しておりますが、ここ数年は毎年の保守点検は行っており
ません。 
② 導入及び検討しておりません。 

中城村 無線電話設備はありません。 
大宜味村 当村では携帯電話(ガラケー)を使用しています。 

伊江村 
一般会計の所管する防災無線が事務所及び水道車両に設置され

ており、維持管理は一般会計において行っています。 
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議題１２ 職員の労働管理及び手当について（石垣市） 
議題内容 

本市では、職員と３６協定を締結し、職員の時間外労働削減に努めているところです。 
しかし、夜間や休日等の勤務時間外に漏水や緊急事案が発生した場合に備えて、職員と

より迅速に連絡が取れるよう数名の職員へ業務用携帯を渡しています。 
業務用携帯を所持している職員より、携帯を所持することによる時間の拘束を受ける

ことから、手当等の支給について要望がありました。 
① 緊急時の連絡体制の確保の一環として、職員へ業務時間外において、業務用携帯を所
持させているか教えてください。 
② 所持させている場合、手当等の支給をしていますか。支給有の場合は、手当名及び手
当額について、ご教示ください。 
 

回  答 回 答 内 容 

沖縄県企業局 

【総務課・経営計画課・経理課・建設課・久志浄水管理事務所・西
原浄水管理事務所・水質管理事務所】 
① 職員へ業務用携帯を所持させていません。 
【配水管理課】 
① 配水管理課では、緊急時の連絡用として、配水班長へ業務用携帯
を所持させています。 
② 手当等の支給はありません。 
【石川浄水管理事務所】 
① 時間外の業務用携帯の所持について該当なし。 
 なお、緊急時の対応については、個人スマホに共通アプリを入れ、
事故レベルに合わせた連絡体制がとれるようにしています。 
【北谷浄水管理事務所】  
① （北谷浄水場 浄水班） 

職員へ業務用としての携帯電話は、所持させていません。緊急時
の連絡は、職員個人が所持している携帯電話に連絡しています。 
①（海水淡水化センター 離島浄水場） 
 海水淡水化センターでは離島浄水場を管理していますが、離島浄
水場の夜間・休日運転は無人になるため夜間・休日の故障メール受
信用に職員へ業務時間外もスマートフォンを携帯させています。 
② 手当等の支給はありません。 

那覇市 
① 緊急時の連絡体制の確保の一環として、職員へ業務時間外に業
務用携帯を所持させておりません。 
②なし。 
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沖縄市 
① 本市では、転送サービスを利用し、2 名ずつの当番制で、職員の
個人用携帯電話に、連絡が取れるようにしています。 
② 手当は支給しておりません。 

うるま市 

① 本市においても、業務用携帯を所持している事例があります。 
工務課管理係職員全員に業務用携帯電話(異常警報受信、業務連絡
用）を配布。一部職員にはノートパソコン(配水流量等の施設情報確
認用）を配布している。一日あたり数回の軽警報確認（大流量、施
設通信異常）、月１回程度は、緊急対応が必要な実質的な異常警報や
配水管漏水対応における業務連絡がある。 
② 手当等の支給なし。 

なお、夜間や休日の勤務時間外においても、警報内容の確認が必
要となるなど、精神的負担があると担当課より聞き取りを行ってお
り、労務管理上、職員の負担軽減策（外部委託や職員の輪番制等）
を含め、他事業体の事例を参考にしたい。 

浦添市 ① 業務時間外に業務用携帯は持たせていません。 

宜野湾市 

① 勤務時間外において、業務用スマホを所持させています。または
業務用スマホに掛かってきた電話が、個人スマホへ転送されるよう
な仕組みを取っています。以上により緊急時の連絡体制を確保して
います。 
② 支給はありません。 

宮古島市 
① 所持させておりません 
② 該当無し 

糸満市 
① 勤務時間外や緊急時には、委託先であるポンプ場等に電話が繋
がるため職員は携帯を所持していません。 
② 該当なし 

名護市 
① 業務時間外に業務用携帯電話所持は行っておりません。 
② － 

豊見城市 
① 業務用携帯を所持させております。 
② 手当等の支給はございません。 

南城市 
① 当番制で所持させております。 
② 手当の支給はございません。しかし、必要ではないかと考えてお
ります。 

石垣市 議題提出正会員 

南部水道企業団 
① 勤務時間外や緊急時には、委託先へ電話が繋がるため職員は携
帯を所持していません。 
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② 該当なし 

本部町 
① 維持管理担当職員 1 人が所持しています。 
② 手当の支給はありません。 

西原町 
① 所持している。 
② 手当等の支給はない。 

北谷町 

本町においても以前は基本町内の水道業者が当番制で時間外の
漏水等の対応をしていて、担当職員は業務用携帯電話を基本 24 時
間持っていました。そして職員が対応する必要が生じた場合に出勤
した時間に応じて時間外手当を支給していました。 

前年度より年度初めに指定店による入札を行い、平日及び休日の
24 時間いつでも緊急対応出来るよう待機業務として年間契約を締
結しております。 

勤務時間内であれば職員が、それ以外であれば警備から業者へ連
絡し対応しています。職員が出勤する必要がある場合は警備員より
担当職員の携帯電話に連絡して出勤した時間を時間外手当として
支給しています。  
 今後のために他事業体のご対応を参考にさせてください。 

嘉手納町 
① 業務用携帯電話の所持なし 
② 該当なし 

金武町 

① 本町では休日や夜間に関して、専用の携帯電話があり課長と課
長補佐で１台、係長と現業職とで１台を隔週にて持ち帰り非常時に
備えております。 
② 所有している事に対する手当は支給していません。 

与那原町 

① 業務時間外に輪番制で業務用携帯を所持させております。 
② 手当等はなく、実際に出動した際には超勤手当を支給しており
ます。本町においても業務用携帯を所持していることで休日の行動
に少なからず制限がかかるので手当の支給がある自治体を参考に
検討していきたい。 

久米島町 
① 所持させております。 
② 出勤の場合のみ時間外手当を支給。 

竹富町 
業務用携帯電話がない（持たせていない）ため、先進事例等を参

酌し今後の参考にしたい。 

国頭村 
① 緊急時の連絡は個人の携帯電話でやり取りしています。手当等
の支給はありません。 
② 該当無し。 
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東村 
① 業務用携帯電話は無く、個人携帯にて対応している。 
② 手当支給無し。 

今帰仁村 
① 所持無し 
② ― 

宜野座村 
① 業務用携帯を所持させています。 
② 手当等を支給していません。 

恩納村 

時間外（休・祝祭日含む）の漏水等の対応については、村内の指
定給水装置工事事業者４社（修理工事組合）と委託契約しており業
者にて対応している。業者のみで対応が困難な場合のみ職員も対応
している。（時間外手当支給） 
※業務用の携帯電話の所持なし。 

北中城村 
① 業務用携帯を所持させている 
② 支給は行っていない。 

読谷村 

① 業務時間外における携帯電話の所持をさせておりませんが個人
の携帯に時間外、祝祭日電話がくることはあります。 
② 現場に出動した場合は、超過勤務がありますが携帯の所持に関
しても手当はありません。 

中城村 
業務用携帯を所持させておりますが、手当等の支給はありませ

ん。 

大宜味村 

水道係、係長、浄水場作業員 2 名の計 4 人が持っています。 
 持つのが当たり前になっているので手当なんて考えたことあり
ませんでした。良い事だと思うのでうちでも次年度予算で請求して
みます。 

伊江村 ① 業務用携帯電話の所持はありません。 
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議題１３ 請求書等における押印省略について（石垣市） 
議題内容 

本市において、見積書・納品書・請求書の押印の省略を検討していますが、各事業体の
状況をご教示ください。 
① 押印を廃止している場合、新たに記載を追加させている項目がありますか。 
② 追加させている場合、項目名をお教え下さい。 
 

回  答 回 答 内 容 

沖縄県企業局 
① あります。 
② 相手方担当者の氏名（フルネーム）及び連絡先（電話番号やメー
ルアドレス） 

那覇市 

押印廃止は行っていない。（那覇市上下水道局会計規程第 42 条の
2）しかし、災害等により印鑑を使用できない場合は、主管課長がこ
れを確認し、会計企業出納員の承認を得た場合に限り、押印を省略
することができる。（那覇市上下水道局会計規程第 42 条の 3 第 3
項） 

沖縄市 

① 市の基準で、見積書・納品書・請求書の押印省略可能とされてい
ます。 

そのうち、請求書においては、会計規程で押印省略について定め
ています。 
② 請求書の押印を省略した場合の追加項目について、会計規程に
定めています。 
「法人又は団体より提出された請求書にあっては、連絡先並びに当
該請求書の作成責任者及び担当者を記載」 

うるま市 
① 請求書等の押印省略は、実施していません。他事業体の事例を参
考にしたい。 
② 該当なし 

浦添市 

① 請求書において一定の要件を満たすことで押印の省略を認めて
おります。 
・上下水道部において債権者登録をしている者 
・請求者の所在地及び名称並びに代表者の職・氏名等に②の項目を
追加記載 
② 請求書の発行責任者氏名、担当者氏名、連絡先 

宜野湾市 
① あり 
② 押印を省略する場合は、当該書類に発行責任者の氏名及び連絡
先と担当者の氏名及び連絡先を記載してもらいます。 
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宮古島市 ① 押印の省略はしておりません。 

糸満市 
① 押印の廃止は行っておりません。 
② 該当なし 

名護市 

① 本市では、収受する請求書の押印省略を可能としています。②の
とおり追加記載があります。 
② 追加記載の項目  
・発行責任者の氏名及び連絡先  
・請求書担当者の氏名及び連絡先 
※内部の事務処理：原課による検収印（担当＿係長＿課長）を付与
しています。 

豊見城市 
① 押印は廃止しておりません。 
② 同上により追加させている項目はありません。 

南城市 
① なし 
② － 

石垣市 議題提出正会員 

南部水道企業団 
押印の省略は行っておりませんので、他事業体の意見を参考にし

たいです。 
本部町 ① 押印廃止はしていません。 
西原町 ① 押印の廃止はしていない。 

北谷町 
押印の廃止は行っていませんが、他事業体の対応を参考にさせて

ください。 

嘉手納町 
① 押印の廃止なし 
② 押印を廃止している企業が増えてきているため、他事業体の回
答を参考にさせていただきたいと思います。 

金武町 本町では押印の省略は行っておりません。 
与那原町 請求書等の押印省略の検討はしておりません。 
久米島町 省略を検討してない。 

竹富町 
押印省略について「未検討」のため、先進事例等を参酌し今後の

参考にしたい。 

国頭村 
見積書・納品書・請求書の押印の省略は、行っておりません。 

 今後のために他事業体の回答を参考にしたいです。 

東村 
押印省略はしていない。インボイス番号の記載をお願いしてい

る。 

今帰仁村 
① 省略なし 
② ― 
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宜野座村 
押印廃止は実施しておりませんが、押印なしでも受理していま

す。 

恩納村 
現在、押印にて対応しており、今後他市町村の状況により検討し

たいと考えています。 

北中城村 
本村は押印省略をおこなっていないため、他事業体の事例を参考

にさせていただきたい。 

読谷村 
① 押印廃止に至っておりません。 
② 該当なし 

中城村 押印を廃止しておりません。 
大宜味村 当村は懐古的なのでまだまだ押印やっております。 
伊江村 請求書等における押印省略はございません。 
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議題１４ 公金運用管理について（石垣市） 
議題内容 

本市において、公金運用を検討しています、各事業体の状況をご教示ください。 
① 定期預金で資金を運用している場合、どのように金融機関の安全性を確認しています

か。 
② 令和 4 年度以降債券運用を始めた事業体はありますか。 
（令和３年度事務研修会で「投資について」・「債券運用について」議題有） 
債券運用を行っていない事業体は③以降の回答は不要です。 

③ 債券運用を行う場合、新発債と既発債どちらを購入するか決めていますか。 
④ 運用を決定する会議の構成員をお教えください。 
 

回  答 回 答 内 容 

沖縄県企業局 

① 県公金の安全かつ確実な資金管理・運用を図るため、庁内関係機
関による会議を開催し、県内各金融機関の経営状況(主に自己資本比
率、不良債権比率など)等の情報を確認している。 
（R2 以降は、金融機関の経営状況に変化が見られた場合に開催す
ることにしている。） 

また、当局では、定期預金での運用に際して、預入金融機関の分
散や預金限度額を設定することによりリスク管理を行っている。 
② 当局では平成 28 年度以降債券運用を行っていません。 

那覇市 

① 当市では公金管理運用基準に基づき、当市内に有人店舗を有す
る金融機関のうち、各金融機関の経営指標の各項目を総合的に判断
し、原則として次に掲げる条件を満たしているものを選択するもの
としている。 
（1）自己資本比率が国際統一基準適用金融機関にあっては 10％以
上、国内統一基準適用金融機関にあっては 6％以上であること。 
（2）格付けが公表されている金融機関にあっては、財務大臣指定格
付機関の長期債の格付けが投資適格等級（Ｂａａ又はＢＢＢ以上）
であること。 
（3）株式上場金融機関にあっては、株価に著しい減少傾向にないこ
と。 
（4）不良債権比率が著しい増加傾向にないこと。 
（5）預金量が著しい減少傾向にないこと。 
② 令和４年度時点で既に債券運用を行っている。 
③ 新発債、既発債の何れかを問わない。 
④ 企画財務部副部長、企画調整課長、財政課長、上下水道局企画経
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営課担当副参事、企画調整課担当職員、出納室担当職員 

沖縄市 

① 令和 5 年度から定期預金での運用を行っていません。 
預金は、ペイオフ対策として決済用預金としています。 
② 令和 5 年度から債券運用をしています。 
③ 決めてはいませんが、これまでは新発債から選定しています。 
④ 沖縄市上下水道局公金管理運用委員会を設置しています。 
構成員は、上下水道部の部長、次長、課長級(6 名)、経理係長となっ
ています。 

うるま市 

① 令和５年度まで定期預金で資金運用していましたが、預金利率
の確認のみ行っておりました。 
② 令和４年度に都道府県債１件、令和５年度に JFM 債１件の運用
を始めました。 
③ 新発債のみ（満期まで運用予定） 
 会議は特に行っておりません。証券会社からの情報を元に選定・
決定を行い、市長まで決裁後、債券の取得を行っております。 

浦添市 
① 預金保険制度に加入しているか、自己資本比率が４％以上とな
っているかを確認しております。 
② 債券運用を行っておりません。 

宜野湾市 

① 会計支援業務委託の一環として、委託先の税理士法人へ各行の
経営分析を依頼しています。指標としては、経常利益、当期剰余金
（成長性）、自己資本利益率（収益性）、自己資本比率（安定性）を
採用し、それぞれ評価コメントを付記してもらっています。 
② 令和４年度以降、新しく債権運用は行っておりません。検討事項
として引き継がれているため他市町村の状況について情報をいた
だければと思います。 

宮古島市 ① 運用していません 

糸満市 

① 定期預金での資金運用は行っておりません。 
② 債券運用は行っておりません。 
③ 該当なし 
④ 該当なし 

名護市 

① 該当なし 
② 該当なし 
③ － 
④ － 

豊見城市 ① 定期預金の資金運用を運用しておりません。 
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② 同上 

南城市 

① 定期預金はございません。 
② なし 
③ － 
④ － 

石垣市 議題提出正会員 

南部水道企業団 
① 定期預金で資金運用していますが、特に安全性の確認はしてお
らず、預金利率の確認のみ行っております。 
② 債券運用を行っておりません。 

本部町 
① 本町では資金運用はしておりません。 
② 本町では債券運用はしておりません。 

西原町 
公金での資金運用は行っておりませんので、他市町村の資金運用

を参考にさせていただきたいです。 

北谷町 
① 他事業体の対応を参考にさせてください 
② 債券運用は行っていません 

嘉手納町 

① 嘉手納町公金管理運用方針や基準等に則り安全な金融機関を選
択しております。 
② 令和４年度以前より債券運用をしております。 
③ 新発債と既発債の購入については特に決まりはありません。 
債券額面と同じ、又は債券額面未満で購入できるものを選択してお
ります。 
④ 会計管理者、企画財政課長・係長 

金武町 
① 定期預金 
② 行っておりません。 

与那原町 

① 本町と指定金融機関契約や料金収納に係る契約を行っている地
方銀行様に預けている。長期的に関係が続いているため信頼性が高
いと評価している。また一年ごとに定期預金の預け先を見直してい
る。 

久米島町 
① 特になし 
② なし 

竹富町 先進事例等を参酌し今後の参考にしたい。 
国頭村 本村では未検討のため、他事業体の回答を参考にしたいです。 
東村 事例がない為他市町村の事例を参考にしたい。 

今帰仁村 
① 運用無し 
② 運用無し 
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宜野座村 
① 現在、定期預金がありません。 
② 債権運用を行っておりません。 

恩納村 
① 定期預金で運用を行っているが、特別、安全性の確認は行ってい
ません。 
② 運用しておりません 

北中城村 
公金の運用はおこなっていないため、他事業体の事例を参考にさ

せていただきたい。 

読谷村 

① 預金保険制度によると、定期預金については定額保護があり、万
が一金融機関が破綻した場合でも元本 1,000 万円までが保護の対象
になります。そのため本村では、定期預金の預入額は各金融機関（沖
銀・琉銀・海銀・ＪＡ・コザ信金・労金）それぞれ 1,000 万円ずつ
としております。 
② 令和３年度より債券（国債）の運用を開始しております。 
③ 本村では、令和３年度に債券の運用を開始し、その際は、新発債
を購入しております。今後、債券の条件によって既発債との入れ替
えを検討しております。 
④ 読谷村公金管理検討委員会 
委員長：副村長 
副委員長：会計管理者 
委員：総務部長、建設整備部長、健康福祉部長、ゆたさむら推進部
長、教育次長、上下水道部長、総務課長、健康保険課長 

中城村 
① 金融機関の安全性は確認しておりません。 
② 債権運用なし 

大宜味村 事例が無いため他事業体の回答を参考にさせていただきます。 

伊江村 
① 定期預金について特に安全性の確認はしておらず、村内にある
金融機関支店で高利率の金融機関に預金している。 
② 債権運用実績はございません。 

 
 
 



 
 
 
 

添 付 資 料 
 
 
 
【議題提出事業体】 

NO. 議   題 事業体名 ページ 

２ 新築物件完成後の水道名義登録について 浦添市 １ 

４ 水道料金等の滞納者への対応策について 名護市 ２ 

８ 
資本的支出予算（４条）に伴う事業繰越時の経理の取り
扱いについて 

南城市 ３～４ 

 
 
 
【回答事業体】 

NO. 議   題 事業体名 ページ 

３ 
給水装置工事指定店（業者）との緊急時の対応に係る契
約（年間契約）について 

南城市 ５～７ 

８ 
資本的支出予算（４条）に伴う事業繰越時の経理の取り
扱いについて 

那覇市 ８～９ 

うるま市 １０～１１ 
浦添市 １２ 

 



電話

FAX

〒 －

担当

名義変更日

完了検査後の
閉栓※要記入

フ リ ガ ナ

名義者氏名

　□ 給水場所（新使用者）　　　　　　　　　□ 変 更（左記以外の別住所地）

〒 －

 □ 家事用(住居等)　　□ 営業用(店舗・事務所・倉庫・民泊 ・その他) 　　□ 官公署用

 □ 連合用　　　　 ※管理不動産名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 □ 各戸検針　　　※管理不動産名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

検針のお知らせ
投函先

　　　下記連絡先へ連絡し、名義変更手続きをしてください。

　　　新名義人に請求しますので、入居までの間、建築会社等が支払う場合は、

　※ 完了検査日をもって名義変更しますので、給水装置検査依頼書提出時に、

 　　 営業課窓口へ当名義変更届の提出をお願いします。

浦添市上下水道部　営業課　：　浦添市安波茶1丁目1番3号

TEL：０９８―８７７－０４７５　 　ＦＡＸ：０９８―８７７－０４１２　

　※ 完了検査日以降に内装工事・外構工事などで水を使用した場合も、

　※ 完了検査日以降の名義については、新名義人・施主・施工業者・指定店間で

　　　新名義人を建築会社等にしてください。

　※ 完了検査日以降の新名義人を建築会社等にする場合は、入居者が決まり次第、

　　　（名義変更手続きがされない場合、建築会社名義で水道料金が発生し続けます）

　※ 完了検査日以降の用途は家事用・営業用・官公署用となります。

　　　完了検査日以降の水道料金は、水を使用しなくとも基本料金が発生いたします。

　※ 完了検査日以降の水道料金等は、新名義人に請求いたします。

   ※　名義者氏名が法人の場合、代表者氏名と電話番号をご記入ください。

フ リ ガ ナ

納付書郵送先
及 び 宛 名

□給水場所（新使用者）　□その他（　　　　　　　　号室　　　　　　　宅）　□必要なし

給
水
場
所

□閉栓する　　　　　　□閉栓しない
※閉栓しない場合は、下記をご記入下さい。

電話番号
※なるべく
携帯番号を

記入

備
　
考

　　　協議の上、設定して下さい。

注
　
意
　
事
　
項

水道番号 ―

電話番号
代表者氏名

令　　和　　　　年　　　　月　　　　日

住　　所
（所在地）

給 水 場 所
浦添市

（方書）

給水装置使用者・所有者名義変更等届（給水装置工事　完了検査用）
届出日：令和　　 年　　 月　　 日

浦　添　市　長　殿

　　以下のとおり設定したため、浦添市水道事業給水条例第１１条（給水契約の申込）の規定により申込

　　いたします。

届
出
人

氏名又は
会 社 名

　　完了検査日及び検査後の閉栓の有無について、新名義人・施主・施工業者・指定店間で、協議の上、

使
用
者
名
等
記
載
事
項

確
認
事
項

用途の確認

　※当名義変更届の提出がない場合は、完了検査日で閉栓いたします。

　　　排水設備設置物件は、下水道使用料も併せて発生します。

郵 送 先　

変更住所
（所在地）

変更宛名
（名　　称）
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